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事業別戦略
「メディア・コンテンツ」「ライフスタイル」「不動産・その他」
３つの事業セグメント別戦略と相互のシナジーをお伝えします。



3事業のシナジーで「 時代を超えた価値 」を
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時代を超えて世界の人々に愛されるコンテンツとサービスを
TBSグループの中核であるTBSテレビ、基幹放送事業者であるTBSラジオ・BS-TBS、番
組制作事業および映像・文化事業の機能を集約したTBSスパークル・TBSグロウディア、
そして技術・美術・CG関連業務を担うTBSアクト、これら基幹６社を中心として構成さ
れる、グループ最大の収益力を持つ事業セグメントです。
主力事業である放送事業の価値を高めながら、配信事業・海外ビジネス・ライブエンタ
テインメントの３分野を成長領域とし、「TBSグループ VISION2030」に向けて、TBSグ
ループ全体の業績を牽引すべくさらなる収益力の強化を推進しています。

赤坂を、新たなエンタテインメントを創出する街に
TBSのIP/資源の最大活用、常識にとらわれないコンテンツグループならではのインフ
ラ・環境づくり、街との密接な連携によって、赤坂全体の価値を向上させ、年間1,000万
人の来街者を中心とした新たな経済圏の創出、そこに新しい文化を創造していくことを
目指しています。

お客様に自分らしく心地よいライフスタイルを
スタイリングライフグループは、価値観が変化するいつの時代においても、お客様が自
分らしく心地よいライフスタイルを実現できるよう、新しく質の良い商品・空間・サービ
スを提供し続けることを目指し、ショップやサロンなどを事業展開しています。

やる気スイッチという一生の財産を、すべての子どもたちへ
やる気スイッチグループは、40年間にわたる教育現場での指導経験から導き出した独自
のメソッドを教育の柱としています。勉強も勉強以外も、自分を信じて努力を続けられ
る。夢に向かって積極的にチャレンジできる。自分らしく輝き、幸せな人生を歩んでいけ
る。その実現のために、子どもたち一人ひとりが持っている無限の可能性にアプローチ
していきます。

メディア・
コンテンツ事業

ライフスタイル
事業

不動産・
その他事業

事業モデル

中期経営計画 2026 の基本戦略

世界に愛されるオリジナル・
コンテンツを生みだす

命息づく地球に
「 最高の “時”」を

すべての働く仲間に
「 最高の “時”」を

メディアとしての
「 社会的使命 」を果たす

1 コンテンツ IP の企画・制作力強化と獲得

2 �強いコンテンツとレバレッジにより EDGE を加速

3 �新規事業創出を通じた事業ポートフォリオの拡充

4 �人材×テクノロジー×デザインで成長を支える基盤強化

5 �サステナビリティ経営のさらなる推進

テクノロジー開発・活用で
仕事を変革する

責任企業として
ガバナンスを強化する

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ

を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の “時”」 を

すべての働く仲間に
「最高の “時”」を

責任企業として
ガバナンスを強化する

3つの事業のシナジーで、Timeless Value（時代を超えた価値）を創出する

メディア
コンテンツ

不動産
その他

ライフ
スタイル

あ す

最高の“時”で、明日の世界をつくる。
あああ すすす

最高の“時”で、明日の世界をつくる。最高の“時”で、明日の世界をつくる。最高の“時”で、明日の世界をつくる。

地上波テレビ視聴率の低下

メディア間の競争激化と
コンテンツの多様化

1
2

テクノロジーの進歩による
セキュリティリスクの増大3
人口構造・労働環境の変化

環境問題の表面化

公正・公平な情報への要望

4
5
6

「つくる」人材と
「拡げる」人材 

グローバルな
パートナーシップ 

膨大なオリジナル・コンテンツと
コンテンツ品質向上
のための独自技術 

最新技術を搭載した
スタジオと設備

安定した財務基盤と
投資余力

コンテンツ

など

プラット
フォーム

など

営業利益
240 億円

385 億円

コンテンツ IP の企画・制作力強化と獲得1

強いコンテンツとレバレッジにより EDGEを加速2

新規事業創出を通じた事業ポートフォリオの拡充3
人材×テクノロジー×デザインで
成長を支える基盤強化4

サステナビリティ経営のさらなる推進5

3つの事業のシナジーで、Timeless Value（ 時代を超えた価値 ）を創出する

コンテンツを プラットフォームで

マテリアリティ
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事業の概要 売上高/営業利益

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報事業別戦略
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メディア・コンテンツ事業

M
EDIA / CO

N
TEN

T

構成会社 目指す姿

事業トピックス・事例紹介

成長戦略

技術・美術・CG業務を行う日本最大級の総合プロダクション。
放送、ステージ、イベント、配信など、あらゆるコンテンツ制作に
対応可能な機材・人材を持つ。

㈱CS-TBS、㈱Seven Arcs、TCエンタテインメント㈱、
TOKYO BROADCASTING SYSTEM INTERNATIONAL,INC.㈱TBSメディア総合研究所、㈱日音、

㈱マンガボックス、㈱THE SEVEN

ラジオ放送事業を主たる事業とする他、イベン
トや映画出資、さらにハウジング事業（総合
住宅展示場）などを展開している。

BSデジタル放送を行っているTBS系列の衛星
基幹放送事業者。2018年より４K放送を開
始し、リアルで臨場感のある超高精細映像の
制作を実現した。

ドラマ・バラエティ・ドキュメンタリー・映画・
アニメから、報道・情報・スポーツまで、あら
ゆるジャンルの番組・コンテンツを手がける日
本最大級の映像制作会社。

興行・催事、番組販売、物品販売、DVD・配
信等の映像関連事業、ラジオ番組制作、放送
技術・デジタル技術など、幅広いサービス提
供を行っている。

　TBSはコンテンツクリエイティブに徹底的にこだわります。

　私たち独自のコンテンツ創出モデルをファネル、つまり漏斗のか

たちで表現。強いコンテンツIPを作り出すために、企画・開発、選定

とマーケティング、IPを磨く、この３つのフェイズで取り組みを強

化します。

　強いコンテンツIPを生み出すためにはその種をたくさん集める必

要があります。そのためにTBSグループ8,000人全員がコンテンツ

の作り手となれる環境を整備し、集めたプランの中から可能性を見

極める確かな目を養い、マーケティング力を強化していきます。さ

らに選び抜いたコンテンツIPに一層、磨きをかけることでより強力

なコンテンツIPを数多く生み出していきます。

フェイズごとにKPIを設定することでこのプロセスを強化し、

コンテンツIPの質、量、強化のために、自らコンテンツIPを開発す

るだけでなく、投資によるIPの獲得も積極的に行ってまいります。

　中期経営計画2026では中計2023の実績額1,451億円を上回る

1,600億円を成長戦略へ投資することを表明しました。

　2023年9月末には持分法適用会社となったU-NEXTの有料会

員数が400万人を突破しましたが、メディア業界最大のリーチ

力、長年培ってきたコンテンツ制作力と総合プロモーション力、

情報氾濫の中での圧倒的な信頼性、これらの強みを活かし、主力

事業である放送事業の価値を高めながら、さらに配信事業・海外

ビジネス・ライブエンタテインメントの領域で多面的な事業展開

を拡大していきます。

＜TVerはじめ配信やテレビの外でもTBSのコンテンツが席巻＞

　2023年の「VIVANT」のみならず、2024年1-3月 総合番組再生

数ランキングではTBSドラマ「不適切にもほどがある！」「Eye Love 

You」が１位、２位を獲得するなどTBSのドラマ・バラエティのコン

テンツは多くの人々を惹きつけています。

　TBS赤坂ACTシアターでは舞台「ハリー・

ポッターと呪いの子」のロングラン公演で

総観客数は100万人を突破。第30回読売

演劇大賞の選考委員特別賞や第48回菊田

一夫演劇大賞を受賞するなど、高い評価を

獲得しています。

情熱

企画

コンセプト

企画選定

マーケティング
テクノロジー

×
デザイン

㈱ TBS テレビ
テレビ放送事業の他、配信や映画などの映像コンテンツ事業、ライ
ブエンタテインメント事業、海外事業やライセンス事業など、多岐
にわたってエンタテインメントを創出するTBSグループの中核会社。

㈱ TBS ラジオ

㈱ TBS アクト

㈱ TBS スパークル ㈱ TBS グロウディア

㈱ BS TBS

基幹 6 社

① TBS グループが創出するありとあらゆる
コンテンツ IP の企画・開発力を強化する

②リーチ力 / ターゲットを意識した
企画選定・マーケティング力を高める

③創出するコンテンツ IP に
磨きをかけ、市場へ

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報事業別戦略
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　TBSのEDGE戦略の中核として、ハイエンドコンテンツの製作

を行う海外戦略会社THE SEVEN。300億円規模の予算を準備し、

グローバルOTTで世界と戦える人材のスタッフィングを完了し

ました。2023年12月には、専用スタジオ「M6スタジオ」も稼

働。企画立案からポストプロダクションまで単独で行う環境を構

築し、2025年度には売上高100億円を見込んでいます。

　THE SEVENは、戦略フェイズを３つに分け、世界展開と段階的

な利益率の向上を目指します。

　

　

　現在は「今際の国のアリス シーズン3」を含むNetflixシリーズ

4作品の製作が進行中。また、Netflixで大ヒットしたドラマ「今、

私たちの学校は…」のイ・ジェギュ監督とTHE SEVEN森井輝プ

ロデューサーによる世界市場向けアクション大作の共同製作をは

じめとして、海外パートナーとの協業も続々と決定しています。

　THE SEVENブランドの確立に向けて、最高品質の作品を送り

出していきます。

国内配信シェア拡大　世界展開も着々

M
EDIA / CO

N
TEN

T

U-NEXTが2022年、2023年と２年連続国内シェア
2位を獲得　TBSコンテンツがシェア拡大に貢献

　動画配信プラットフォーム会社 株式会社U-NEXTは2023年6月

にTBSが発行済み株式の20％を取得し持分法適用関連会社となり、

事業成長に向けた協業をより強固にしてきました。こうした中、「動

画（VOD）市場5年間予測（2024年－2028年）レポート（GEM 

Partners発行）によると、国内市場の定額制動画配信サービス別

シェア推計ではU-NEXTが15.0％（前年比+2.4pt）を獲得し、同

シェアで2位となりました。1位との差は前年の9.7ptから6.7ptと

3pt縮まっていて、U-NEXTは1位に迫る勢いでシェアを拡大して

います。

　要因の一つとして、約1万本におよぶTBSのドラマやバラエティ、

スポーツコンテンツが視聴可能になったことが挙げられます。TBS

のコンテンツ供給力とU-NEXTの配信力という双方の強みが生んだ

ビジネスシナジーであり、今後も両社協力のもとでさらなるシェア

拡大が期待されます。

世界水準の VFX クリエイター集団
Megalis へ資本参加

　近年、映画や海外OTTなどのハイエンドコンテンツには優

れたVFXが欠かせないものとなっていますが、TBSグループは

国内を拠点とするVFX制作会社Megalisへ資本参加しました。

Megalisは2017年に発⾜し、これまで海外の映画やNetflixの

作品等で実績を重ねてきた、海外での評価も高い注目のグローバ

ルVFXスタジオです。

　同社は、「幽☆遊☆白書」のVFX制作にも参加しており、前述

の海外戦略会社THE SEVENとの間で戦略的パートナーシップを

締結しました。今後、Megalisとのシナジーで、グローバル向け

のVFX制作体制を強化し、TBSグループが創出するコンテンツを

グローバル水準に引き上げてゆくことを目指します。

ブランド構築 オリジナル IP の
開発と展開

IP マルチユース
展開

フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3

ハイエンド作品・オリジナルIPでTHE SEVEN
ブランドを世界へ  

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報事業別戦略
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ライフスタイル事業（ 雑貨小売・ビューティー＆ウェルネス）

PLAZA 会員数

511万人

前年比109％

PLAZA アプリ

680万件

前年比116％

生活雑貨小売　直営店事業
フランチャイズ事業　ライセンス事業

化粧品、医薬部外品等の開発・製造・販売
化粧用具、理美容機器、理化学機器の製造・販売

衣料品、電気製品、家庭用品、時計、靴、酒類
などの通信販売、店舗販売

化粧品、医薬部外品等の開発・製造・販売
化粧用具、理美容機器、理化学機器の製造・販売

CPコスメティクス
ビューティ＆ウェルネス事業

ライトアップショッピングクラブ
通信販売事業

プラザスタイル カンパニー
雑貨小売販売事業

BCL カンパニー
ビューティ＆ウェルネス事業

スタイリングライフ・ホールディングス グループ構成

スタイリングライフ・ホールディングス
グループ経営プラットフォーム

店舗数

PLAZA PASS

PLAZA

132店
CP Salon

1,235店
LightUp

6店
BCL（ VECUA・ROA ）

8店

※2024年3月末時点　PLAZAアプリは累計ダウンロード数

※事業別の売上高は管理会計上の数値

個社の事業個性を磨き、ブランド価値を最大化する

→最重要KPI:店舗数/顧客数

< 施策 >

・消費者ニーズに応えるための分析と高付加価値製品の提供

・新たな商品やサービスの創造、海外進出

・人材育成による労働の質向上、制度改革、デジタルの活用

・商品構成の再編によるリスク分散

・コスト増に対応するための仕組みの見直し

・�既存事業の成長に加え、

グループのポートフォリ

オを拡張していくことで

2030年グループ売上高

1,000億円を目指す

雑貨小売販売事業の「プラザカンパニー」は、顧客数増と化粧品、

雑貨、アパレルなどが伸長したことにより、大きく増収。通信販売事

業は、受注の減少により、減収。ビューティ &ウェルネス事業は、化

粧品の国内・海外販売が引き続き好調で増収。

・経済の低成長と物価高、円安	 ・国内人口減少、高齢化

・デジタルシフトの加速	 ・環境・社会問題への意識の高まり

・インバウンド需要の回復

グループ内にメーカー機能、小売販売機能を持ち、Z世代とのタッチ

ポイントを多く有しています。

その優位性を活かして、ライフスタイルの変化を的確に捉えた積極

的な新製品の開発・投入を進めています。また、SNSを使った宣伝

販促にも注力し、トレンド発信起点としても注目されています。

構成会社 市場環境 競争優位性

重要課題と KPI

2023 年度実績

目指す姿

事業別
売上高※

2022 年度 2023 年度 前年差

雑貨小売販売事業 36,650 41,741 +5,090

通信販売事業 16,437 15,723 △713

ビューティ＆ウェルネス事業 13,644 15,082 +1,438

本社およびその他 △316 △311 +5

計 66,415 72,237 +5,822

（単位：百万円）

LIFE STYLE

2024年5月全株式を売却

お客様に自分らしく心地よいライフスタイルを

• 生活雑貨・アパレル等
• 化粧品・医薬部外品等
• キャラクターライセンス
• フェイシャルエステティック等

• 店舗（ PLAZA/VECUA Honey ）

• 卸売り（ 全国ドラッグストア ）

• 代理店販売（ CP Salon ）

•E コマース・カタログ通信販売
• 海外一般貿易

コンテンツ プラットフォーム

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報事業別戦略
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ライフスタイル事業（ 知育・教育 ）

・�TBSグループとしてシナジー効果を最大限に発揮して、教室事業

拡大の質、スピードを加速

・�オンラインコンテンツのパッケージ化を進め、プラットフォーム事

業を推進

・�個別指導塾から知育・保育・学童といった教室事業を直営・FC双

方において運営品質の向上と新規出店を強化

・�各ステークホルダーとのアライアンスや、M&Aの活用を通じた事

業開発およびグローバル展開を検討・推進

・既存ブランドの拡大と盤石化（生徒数、教室数）

・コンテンツの他塾への外販（外販先企業数）

・新規コンテンツ開発（事業化数）

・�やる気スイッチプレミアムクラブ（有料情報配信）加入数の拡大

（会員数）

㈱やる気スイッチグループホールディングス

㈱やる気スイッチグループ

㈱やる気スイッチキャリア

㈱YPスイッチ

・新学習指導要領などによる子どもの学びの進化 

・教育市場：一世帯あたりの教育関係費が上昇傾向

・�学習塾市場：少子化による生徒数減少の一方、売上は増収傾向。個別

指導塾が拡大傾向にあり、集団指導塾に代わり業界をけん引見込み。

・�保育市場：共働き世帯増による需要拡大。子育て支援拡充による

市場成長。

・�幼児英才教育市場：幼児期からの知能教育や能力開発に関する市

場が伸長

・生徒・保護者との信頼関係を高めるフォローアップシステム

・時代に先駆けたサービス（バイリンガル保育・プログラミングほか）

・子どもの能力を早期から目覚めさせる幼児教育

・�独自の個性診断や学力診断を行い、脳科学や教育心理学に基づく

アプローチで子どものやる気を引き出す個別指導

・自社研究所における最先端の教育研究

構成会社

市場環境

競争優位性

事業目標

展開ブランドおよびセグメント

重要課題（KPI）

2023 年度実績

スクール事業×映像コンテンツでTBSグループのシナジー効果を最大化

小学生低学年 小学生高学年 中学生 高校生 ブランド概要

幼児教育
事業

知育と小学校受験指導の幼児教室 

真の国際人を育てるバイリンガル幼児園

教育と保育を融合したバイリンガル保育施設

科学の力で運動能力を伸ばすキッズスポーツ教室

英語で預かる学童保育・プリスクール

フォニックスで学ぶ英語・英会話スクール 

ワールドクラスのコンピュータサイエンス教育 

個別指導塾
事業 フルオーダーメイドの個別指導学習塾

教室数 * 生徒数 * 売上収益 ** 営業利益 **

2,397 校 132,865 名 22,691 百万円 1,821 百万円

＊2024年2月末時点

＊＊2023年3月～ 24年2月実績

5 歳4 歳3 歳2 歳1.5 歳

LIFE STYLE
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ライフスタイル事業　トップメッセージ

グループポートフォリオを拡張し、事業規模拡大を目指す
　前中期経営計画では「回復と成長」をキーポイントとし、トレンド

に対応した柔軟な商品展開や出店戦略、販路の拡大等に取り組ん

で参りました。赤坂サカスにオープンした「PLAZA NEWSSTAND」

は、Z世代に情報発信しながら、TBSグループ内のコミュニケー

ションをあげる役割も果たしてくれています。また、TBSテレビ番組

から生まれたIP「ラッピー」のグッズ販売やメディアを活用した宣伝

広告などTBSグループが持つ経営資源を活用し、一体となって企業

価値の向上に努めました。その結果、売上高、営業利益共に新型コ

ロナウイルス感染症発生前の業績を大きく超え、完全復活を達成す

ることができました。

「自分力」「共創力」「想像力」を子どもたちへ
　変化が激しい VUCAの時代、教育業界においてもニーズの変

化が生まれています。進学や成績向上はもちろんですが、「英会話」

「プログラミング」「保育」「STEAM教育」などの分野ではさらに

市場が広がると予測します。

　加えて「生きる力」をキーワードに学校教育が変わってきており、我々

も時代のニーズにあった教育を提供していくことが求められています。

我々には、大切にしている3つのチカラがあります。自分で考え、自分で

決め、自分で行動する「自分力」、自分を取り巻く環境にあるモノやコト

の活用や他者と協力しながら新しい価値を創造する「共創力」、未知の

世界を思い描いたり、未来を予想する「想像力」。この3つのチカラを

　2024年度から始まる中期経営計画は、改めて各事業会社におけ

る成長のポテンシャルとグループの目指すべきポートフォリオを再確

認し、「成長」に大きく舵を切るステージと位置づけています。

　グループ各社は個社の事業個性を磨き、ブランド価値を最大化す

るとともに、既存事業の領域を超えて、成長才能を持った種を育てて

いくオーガニック戦略を実行していきます。VISION2030（中長期戦

略）の中で1つの柱として掲げているグループ外企業との連携強化、

新たな事業領域への挑戦について、㈱KNT365の株式取得や英国

人気ブランド「Cath Kidston」の日本市場における独占販売権とラ

イセンス権の取得を行いました。今後もM&Aや新規事業開発に積

極的に取り組み、グループの成長を加速させていきます。

身につけ、発揮できる子どもを育んでいきたいと思います。

　2024年度から始まった中期経営計画では、海外戦略強化を視

野に入れています。子どもの成長に合わせた“やる気メソッド”は海

外、特にアジア圏などにも拡大できるものであると考えます。それを

TBSの映像や配信などとの相乗効果でより発展させて参ります。

　また、昨今、過疎地域では民間教育を受ける機会が十分にな

く、教育格差が生まれていると考え、大きな課題だと感じています。

我々は自治体などと積極的に提携し、“やる気メソッド”を全国津々

浦々に広めたいと構想しています。

　今後も教育企業としての誇りを持ち、「多様な価値観が尊重され、希

望にあふれる社会の実現」に貢献していく所存です。

㈱スタイリングライフ・ホールディングス
代表取締役　執行役員社長　

北村 博之

㈱やる気スイッチグループホールディングス
代表取締役社長　　

高橋 直司

LIFE STYLE
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TOKYO CREATIVE SALON 2024への参加

　「東京を世界一のクリエイティブシティにする」というビジョンの

もと、東京を代表するエリアが共創し、パリ、ミラノ、ニューヨーク、

ロンドンに次ぐ5大ファッション・デザイン都市と位置づけることを

目指しています。街とも連携して、赤坂のプレゼンス向上を狙い、第

５回となる2024年から毎年参画を予定。今回、子どもや外国の

方々など多様な属性の方、およそ6万人が来場しました。

「ラヴィット！」2・3周年企画イベント

　「ラヴィット！」2周年企画として、TBS赤坂BLITZスタジオホワイエに

て「ラヴィットミュージアム」、3周年企画としてTHE HEXAGON1階ブ

ランチパークにて「ラッピーマーケット」をTBSグロウディアと開催。「ラ

ヴィットミュージアム」は約4カ月間で12万人超、「ラッピーマーケット」

は14日間で1万5,000人が来場しました。

REAL ESTATE/OTH
ERS

不動産・その他事業

構成会社

TBSHD/TBSテレビが保有する土地・建物の不動産賃貸業、TBS放送センターの保守・運用などと共に、赤
坂エンタテインメント・シティ計画エリアの都市開発も担い、グループのエンタテインメントをインフラ・ファ
シリティ面から支える。

日本最大規模のテレビスタジオを中心に、オー
プンロケ地、美術制作施設などの運営を主たる
事業としている。

赤坂 5丁目赤坂サカスエリアの建物・施設への冷暖房や給湯
用の熱供給を主要な事業としている。

駐車場の運営および管理や、保険代理店業を
行っている。

資産・施設管理、その他不動産業務を行っている。

TBS放送センターの設備維持管理、保安警備、人
材派遣、経理・総務・給与事務の受託などグルー
プ全体のインフラを支え、側面支援を担っている。

保有不動産

/

目指す姿 施策事例

重要課題と KPI

2023 年度実績と 2024 年度見通し

　TBSのIP/資源の最大活用、常識にとらわれないコンテンツグ

ループならではのインフラ・環境づくり、街との密接な連携によっ

て、赤坂全体の価値を向上させ、年間1,000万人の来街者を中心と

した新たな経済圏の創出、そこに新しい文化を創造していくことを

目指しています。

・赤坂の街のリブランディング（来街者数・来街者属性・来街目的）

・継続的な集客イベントの実施（来街者数・来街者属性）

・集客イベントと既存施設とのシナジー（店舗売上）

・回遊性（滞在時間）　

・安定的な不動産賃貸収入（稼働率・入居率）

・環境負荷の低減（再エネ率・CO2削減率）

2022 年度 2023 年度 2024 年度
見通し

外部顧客への売上高 15,831 16,552 17,100

セグメント利益 7,062 7,066 5,900

（単位：百万円）

TBS放送センター

緑山スタジオ・シティ TBS赤坂ACTシアター
TBS赤坂BLITZスタジオ

赤坂エンタテインメントシティ計画
（2028年〜※予定）

その他：戸田送信所・TBSハウジング　ほか

赤坂Bizタワー 赤坂 ザ レジデンス THE HEXAGON
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赤坂エンタテインメント・シティに込める想い

TBSが創業以来70年間歩み続けてきた赤坂で、さらな
る街の価値向上と賑わいづくりに貢献しながら、人の心
を揺さぶる新たなコンテンツの数々を創出し、これを世
界中の人々にひろげていきたい。

コンテンツグループであるTBSにとっての

「まちづくり」事業とは？
　TBSグループが長年放送を通じて培ってきた、コンテンツ分野にお

ける人的資本や制作力、情報伝達力。これらを結集したまちづくり事

業として当社は「赤坂エンタテインメント・シティ事業」を構想し、現

在、2028年の竣工を目指して、国家戦略特区「赤坂2丁目・6丁目計

画」に着手しています。赤坂駅直結である利点を最大限に生かし、駅

まち空間、劇場、ホール、ホテルといった賑わい創出の起点となる施

設、オフィスビル、さらに、クリエイティブ人材を育成するためのイン

キュベーション施設を作り出していく予定です。そして、ここを拠点と

し、高品質なコンテンツの数々を創出し世界に発信していくことを目指

しています。また、この事業のなかでは赤坂の街と共に、SDGsのよう

な社会課題から街特有の日々の課題に至るまで、一つ一つ丁寧に向

き合いながら、街の価値向上とさらなる賑わいの創出に向けて、最大

限の貢献をしていきたいと考えています。

　TBSグループのまちづくり事業は、単に当社関連敷地内での事業

にとどまらず、赤坂の価値向上によって年間1,000万人の来街者に

よる経済効果の創出、そして文化的価値の向上を目指しています。そ

のなかで、「人々を楽しませたい」と想うクリエイターが集まり、自然

と共創活動が生まれ、多くの人々にときめきを感じていただける街

にすることが、赤坂エンタテインメント・シティ事業のありたい姿であ

り赤坂のまちづくりに込める想いでもあります。

舞台「ハリー・ポッターと呪いの子」の世界観を存分に

演出したエリアマネジメント
　世界的なコンテンツである、舞台「ハリー・ポッターと呪いの子」

の世界観を街に染み出させる試みは、年々少しずつ形を変え、ソフ

ト・ハード共に街と呼応して、観劇体験の前後をシームレスに演出

する試みとして進化し続けています。街の回遊性の向上にもつなが

り、周辺の商業施設売上にも寄与し、オフィスワーカー中心であっ

た来街者属性も大きく変化し始めています。

コンテンツグループであるTBSらしいリアル店舗事業の展開
　番組関連イベントを中心としたお客様とのリアルなタッチポイント

の演出も年々拡大させています。特に、前述のラッピーマーケット/ラ

ヴィットミュージアムについては非常に多くの方々にお越しいただき、

関連グッズの売り上げはもちろん、周辺店舗への好影響も大きく、改

めてコンテンツファンの皆様の熱量を肌で感じています。

サカス広場でのイベント開催や

「TOKYO CREATIVE SALON 2024」参画を通じての、

赤坂の街の活性化とクリエイターが集まる土壌創り
　さらに、TBSグループのコンテンツ力をリアルな場で発信する取り

組みと、赤坂の街への連携を深めることを目的に、赤坂サカス広場

での各種イベントを通年で積極開催をする仕組みを創り上げました。

大ヒットドラマ「VIVANT」のモニュメント展示や、SDGs WEEKに

あわせての「地球を笑顔にする広場」の開催、地域防災イベントへ

の協力、「TOKYO CREATIVE SALON 2024」参画など各種実施

いたしました。このような活動を継続することで、当社敷地と赤坂の

街全体に賑わいを生みだし、クリエイターが集まる街へとつなげて

いきたいと考えています。

REAL ESTATE/OTH
ERS
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人権
当社とサプライチェーンによるビジネス全てで守られるべき人権。
アンケートやリスク分析など人権への取り組みを説明します。
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人権DDアンケート　実施概要

実施期間: 2024年4月10日～ 26日
対　　象 :     

会社・協力会社 ③広告会社 ④権利者・出版社 ⑤JNN 系列各社）
回答方式: WEB回答
回答社数: 132社 　回答率： 86.8%

STEP 1

2023年 11月 2024年 5月12月 1月 2月 3月 4月

STEP 2 STEP 3
優先事業領域の特定 負の影響の発生過程の特定 負の影響と自社の関わりの評価および優先順位づけ

リスクが重大な
事業領域を特定

サプライチェーンの可視化と
想定される人権リスクの洗い出し

アンケートの設計 アンケートの実施
アンケートの
集計・分析

スコーピング サプライチェーン可視化 情報収集 評価

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ
を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の 時 」 を

すべての働く仲間に
「最高の 時 」を

責任企業として
ガバナンスを強化する

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ
を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の 時 」 を

すべての働く仲間に
「最高の 時 」を

責任企業として
ガバナンスを強化する

トップメッセージ 中期経営計画2026
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コンテンツ制作過程の人権リスクマップ

　人権DDアンケートの回答を分析した結果、 コンテンツ制作のど

の過程に、どのような人権リスクが、どの程度存在するかの傾向が

明らかになりました。それらのリスクと向き合い、今後防止につな

げていく目的でマッピングしたのが下の表です。

　コンテンツ制作においては、企画・編成から制作、放送・配信に

いたるまでの過程の中で、①長時間労働・労働環境リスク、②ハラ

スメントなど6つの代表的な人権リスクが存在します。コンテンツ

制作にあたって関係者とこの表を確認し、特にどの過程でリスクが

高まるかの認識を共有することで、より健全な制作環境の構築を目

指します。

　コンテンツの内容が視聴者や第三者の人権を侵害するリスクと合

わせて、当社グループ内のみならず、業界全体の人権尊重に対する

意識を高める必要があると考えています。

代表的な６つの人権リスクの存在を認識

① 長時間労働・労働環境リスク

② ハラスメント

③ 働く人に正当な報酬が
　 支払われないリスク

④ 権利者、出演者の人権侵害リスク

⑤ 出演者らの事故安全リスク

⑥ コンテンツ内容による人権侵害

企画・構成 視聴制作 放送・配信

視聴者を含む
第三者への人権侵害

出演者・所属事務所　
制作会社・協力会社

当社グループおよび、
制作・協力会社

当社グループおよび、制作・協力会社、
出演者、所属事務所

当社グループおよび、
制作・協力会社

制作・協力会社

当社グループおよび、制作・協力会社、
出演者、所属事務所

当社グループおよび、制作・協力会社、
出演者、所属事務所

当社グループおよび、制作・協力会社、
出演者、所属事務所

出演者、所属事務所
（名誉・プライバシー）

出版社・原作者
（著作者人格権）

出版社・原作者
（著作者人格権）

■：人権リスクが高いと考えられる箇所とリスク内容　△：人権リスクはあるが、比較的低いと考えられる箇所
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TBS

  

   

  

  

  

  

 
外部通報窓口： 

Japan Center for Engagement and Remedy on Business and 

Human Rights（JaCER）

https://jacer-bhr.org/index.html

トップメッセージ 中期経営計画2026
コンテンツ

Timeless Value創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報人権

https://jacer-bhr.org/index.html


50

非財務資本
競争優位性の源泉となる人的 /知的 / 製造 / 社会関係の各資本。
戦略と施策、KPI、そして克服すべき課題を詳述します。
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•��VFX クリエイターの獲得
•��ビジネス人材の獲得
•��ゲーム等の新規 IP 開発人材の獲得

•��グローバルビジネス人材の確保
•��グローバルマーケティング力の強化

•��グローバルビジネス、M&A を支える法務、財務人材の強化
•��圧倒的信頼を得るためのコンプライアンス強化

•��配信ビジネス、アドテク人材の獲得
•��デジタル基盤を強化する人材獲得

•��ライフスタイル / 知育・教育人材の拡充
•��ライブエンタメ人材の獲得

支える
SUPPORT

つくる
CREATIVE

拡げる
BUSINESS

拡げる
BUSINESS

拡げる
BUSINESS

異なる能力の相互刺激で
スキルアップ

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報

人的資本経営

TBSグループは2023年に人的資本に関する理念・戦略・施
策・KPIを改めて定義し、コンテンツグループとしての価値
向上の源泉は「人的資本」であると、経営の根幹に据えまし
た。そして2024年に発表した「中期経営計画2026」では、
より実践的かつ緻密な人的資本経営の計画を定めています。

　TBSグループの企業価値向上の源泉はコンテンツ創造で

あり、クリエイター育成に重きを置く人的資本経営がキー

サクセスファクターだと考え、以下の理念を定めます。

　多彩なクリエイティビティと高い専門性を持ち、刻々と

変化する社会環境・事業環境に適応できる自律した「個人」

を育成します。合わせて、自由な社風の下で互いの価値観

を認め合いチームとして創造性を最大限に発揮できる「組

織」をつくります。そして、共に働く全ての仲間が幸せを感

じる「環境」を整えます。

　TBSグループはこの人的資本経営を通じて企業価値向上

を図ります。

世界に通用するコンテンツ企業になっていくためには、異なる能力を持つプロフェッショナル人材を結集し、
相互に刺激し、高め合うことのできる人材ポートフォリオを構築していくことが必要です。

人材ポートフォリオを拡充するため、プロフェッショナル人材の獲得を積極的に進めていきます。

上記「人的資本経営理念」を踏まえ、「中期経営計画2026」では、事業ポートフォリ
オ変革に即した人材ポートフォリオを、右のように実践化・精緻化しています。

TBS グループ　人的資本経営理念

2026 年までにプロフェッショナル人材を 300 名キャリア採用

世界に愛され、価値を生み続ける
＝コンテンツ開発/制作のプロ

コンテンツ拡張の「 Ｇ 」領域
＝グローバル分野のプロ

事業ポートフォリオを支えるコーポレート分野のプロ

コンテンツ拡張の「 Ｅ 」領域
＝エクスペリエンス分野のプロ

コンテンツ拡張の「 Ｄ 」領域
＝デジタル/テクノロジー分野のプロ

人的資本

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ
を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の“時”」 を

すべての働く仲間に
「最高の“時”」を

責任企業として
ガバナンスを強化する



「創る」人材に

「拡げる」人材を加える

　「創る」と「拡げる」の

　両利き人材を育成する

　中計2026　中計 2023
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トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報

世界で勝てる”自立 ” 人材を育成

「グローバルビジネス元年」を宣する中期経営計画2026で
は、人的資本経営でも「世界で勝つ人材」の育成を推し進め
ることが必須となります。
グループの人材育成方針・社内環境整備方針共に高いKPIを
課して“自立”した人材を育てていきます。

世界で勝つためには、クリエイターたちが「つくる」「拡げる」の両利きスキルを獲得する必要があります。
TBSグループユニバーシティなどで数多くの「学びと気付きの場」を提供し、自ら学び、行動し、

成果を出し続けることができる”自立”人材を育成します。

1  世界標準の“両利きクリエイター”の育成
TBSグループユニバーシティで 

「学びと気付きの場」を提供　 
　▶︎目標 : 年間受講者延べ 2 万人

グループ内短期留学制度で「両利きスキル」育成		
　 ▶目標 : 若手・中堅社員の 10%

世界標準を学ぶための海外派遣			 
　 ▶目標 : 若手・中堅社員の 10%

•��女性管理職比率20％ 

•��男性社員の育児休業取得率100％

•��生成AIなど最先端技術による業務効率の向上

•��健康経営の一層の推進。「健康経営銘柄」へ

•��チャレンジ促進「1on1」実施率100％

人材育成方針

～世界で通用する “ 自立 ” 人材を育てる～ 社内環境整備のKPI

意欲ある若手登用、成果に応じた報酬

中計 2023 中計 2026

人材育成と環境整備に 10 億円 / 年を直接投資

Bet on Passion, 
Pay for Performance

「 従業員一人当たり売上高 」13%UP を目指す

すべての働く仲間に
「 最高の“ 時”を 」

多様性尊重

健康経営
自立人材
成長支援

韓国CJENMとの人材相互交換研修（2024年3月）

「 つくる 」人材に
「 拡げる 」人材を加える

「 つくる 」と「 拡げる 」の
両利き人材を育成する

人的資本

課題解決アプローチの多様化
さらに働きやすい職場へ

従業員の自立的成長
生産性向上の基盤作り

学
び
に
よ
る
意
識
変
容

2  勝つための人事制度改革
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TBSの人材育成方針とVISION2030

リスクと機会

最高の“時”で、明
あ す

日の世界をつくる。

リスク
•��クリエイティブ人材の
他社・他メディアへの
流出のおそれ

•�ビジネスチャンス逸失
で他社に劣後のおそれ

機会（チャンス）

• �VISION2030の打ち出
しで、それに共感する
優秀な人材を獲得

• �コンテンツビジネスを
支える経営人材の充実
による安定かつ継続的
な成長

EDGE戦略を支える
ためのビジネス系人材
ポートフォリオの形成

社会に貢献する
オリジナルIP開発と

クリエイティブ強化を
担う人材

ポートフォリオの形成

人的資本経営理念

価値向上の源泉は
コンテンツ創造

クリエイター育成   を
キーとする

多彩な創造性と高い専門性
備えた 人材

創造性を最大化出来る
 組織 作り

働く仲間の幸せのための
 環境

人材育成
3つの方針 施策とKPI

1 1

2 2

3 3クリエイティブと
ビジネスを両立させる

経営人材層の育成

TGUを軸とした人材育成
（ 受講者数  延べ 19,250 名 ）

講座時間（ 延べ 400 時間 ）

社内短期留学者（ 社内短期留学者数  8 名 ）

VISION2030に沿った採用戦略
（ 新卒 41 名・キャリア採用 29 名 ） ※FY2023実績

DX・グローバルに人材シフト
新規IP・ビジネス法務など強化　     

（2026年度末までにキャリア採用100名を目指す）

EDGE戦略推進者の知見共有講座
（ 37 講座 ）

グループ経営幹部候補の育成
（グループリーダー研修全12回）　　

女性マネジメント層の育成
（女性管理職比率グループ連結17.6％）
（女性ライン管理職比率16.5％）

アウトプット

良質のコンテンツの
継続的量産で売り上げ向上

新機軸コンテンツの
創出による新市場開拓

オリジナルIP（非原作もの）
で利益率向上

「社会を動かす起点」
としての社会的使命遂行で
”圧倒的信頼”獲得

ブランド価値の確立で
国内および海外ビジネスの
機会が増大

自社（グループ）制作率が
より向上

売上高　　　5,500億円
営業利益　　　385億円
営業利益率　　　 7.0％
放送事業収入　　 40％
放送外収入　　　 60％

放送の枠を超え
コンテンツを無限に広げる

VISION2030 

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報人的資本
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TBSホールディングスは、持続可能な社会の実現に向けた取り

組みをグループ全体で一層強化・加速するため、2021年10月1

日付で、代表取締役社長を委員長、ESG戦略責任者である取締役

を副委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置しました。

2023年にはTBSグループで働く社員、スタッフ一人ひとりの

力を遺憾なく発揮できるよう、多様な人材の心と身体を健やかに

保ち、安全で働きがいがあり、創造性を発揮できる職場をつくる

ことを「TBSグループ健康宣言」として策定しました。

健康経営は、「サステナビリティ委員会」傘下の「ウエルネス・

ワーキンググループ」とウエルネス推進部が中心となり、TBSグ

ループをはじめ、東京放送診療所、および東京放送健康保険組合

と協力して取り組んでいます。

「サステナビリティ委員会」は、ワーキンググループから本年度

の活動結果や課題の報告を受け、次年度の取り組み方針の承認を

行います。その方針を落とし込んだ健康経営戦略マップに基づき

活動が行われます。

2023年度は、この取り組みが認められ、株式会社TBSホールディン

グス、株式会社TBSテレビは、経済産業省の健康経営優良法人認定制

度において、「健康経営優良法人2024 大規模法人部門（ホワイト500）」

に初めて認定されました。民放キー局の中で唯一の認定局となります。

2024年度は、長時間労働是正に向けた連続有給休暇の積極的な取

得を促進するキャンペーンや事業所内喫煙所の段階的廃止を行います。

TBSホールディングスは、健康経営を通じて、企業価値の向上と持続

的な成長、およびサプライチェーン等の支援に努めています。

価値向上のための健康経営

健康経営で解決したい経営課題

※1  傷病手当金の受給総日数を従業員数で除して算出
※2  �出勤しているものの健康上の問題によって完全な業務パフォーマンスが出せない状況
　　  �SPQの絶対的プレゼンティーイズムを用いた調査結果2023年度 n＝401
※3  �ユトレヒト・ワーク・エンゲージメント尺度超短縮版３項目を組み入れて測定 　	  

2023年度 n＝401

※「健康経営 ® 」は特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標です。

※TBSHDとTBSテレビが対象

項目 単位 2022 年度 2023 年度 目標値

アブセンティーイズム  ※ 1 日 0.3 - 1 以下

プレゼンティーイズム  ※ 2 点 70 78.2 70 以上

ワーク・エンゲージメント
（活力・熱意・没頭）  ※ 3 点 3.6 3.6 3.6 以上

健康経営における
社内食堂リニューアルオープンの意義

構想から5年の歳月と約14億円の工事費をかけて、

社内プロジェクトチームのコンセプトを具現化したTBS

放送センターの社内食堂が、2024年2月にリニューア

ル・オープンしました。社内食堂は「Park! Kitchen」と

「Park! Cafe＆Bar」と名づけられ、良質な食事提供と

ともに、コミュニケーションやリフレッシュスペースとして、

最高の‘‘時’’を届けるため、誰もがいつでもほっと一息つ

ける場所に生まれ変わりました。

TBSホールディングスは、リニューアルされた社内食堂

を、単に食事環境の改善だけでなく、従業員やスタッフの

健康増進、生産性向上、企業イメージの向上など、様々な

効果をもたらす重要な施策ととらえています。

特に、従業員やスタッフ同士の交流を促進するような食

堂レイアウトを採用。

社内交流イベントも

定期的に開催し、コ

ミュニケーションの

促進や活性化に取り

組んでいます。健康経営戦略 MAP
https://www.tbs.co.jp/TBS_sustainability/pdf/health-
management2024.pdf

2023年度は、健康経営で解決したい経営課題において従業員

の生産性向上指標のプレゼンティーイズムが8.2ポイント向上い

たしました。

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報人的資本

https://www.tbs.co.jp/TBS_sustainability/pdf/health-management2024.pdf
https://www.tbs.co.jp/TBS_sustainability/pdf/health-management2024.pdf
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TBSの社内環境方針とVISION2030

リスクと機会

最高の“時”で、明
あ す

日の世界をつくる。

リスク
•��チャレンジ環境の

不備によるクリエイ
ティブ停滞のおそれ

•��働き方改革不備による
人材流出のおそれ

機会（チャンス）

•�スキルアップにより
魅力あるコンテンツ
創出の機会増大

•��働き方改革促進で
人材定着率の向上

個人の多様な
働き方推進で

人材の定着率向上

スキルアップの
サポートと

チャレンジできる
仕組みの形成

VISION2030 

人的資本経営理念

放送の枠を超え
コンテンツを無限に広げる

売上高　　　5,500億円
営業利益　　　385億円
営業利益率　　　 7.0％
放送事業収入　　 40％
放送外収入　　　 60％

価値向上の源泉は
コンテンツ創造

クリエイター育成   を
キーとする

多彩な創造性と高い専門性
備えた 人材

創造性を最大化出来る
 組織 作り

働く仲間の幸せのための
 環境

社内環境整備
3つの方針 施策とKPI

1 1

2 2

3 3社外スタッフを
含む、働く仲間と
家族の健康を守る
健康経営の推進

人事サーベイの充実による
適性に応じた人材配置

（ つきいちサーベイ回答率 87.4% ）

上司・部下互いの成長を促す
マネジメント・フィードバックと1on1実施

（ マネジメント FB 実施率 100% ）
（ 1on1 実施率目標 100％ ）

テレワークはじめ、
TBSらしい働き方「T-work」の推進

（ テレワーク率 12% ）
（ 離職率 2.27% ）

「健康経営優良法人2024ホワイト500」として
朝食摂取奨励など健康促進施策の実施

（ 朝食欠食率 30.7％ 目標 26.5％未満 ）
社内メンタルカウンセラーの設置

（ 神経科医 2 名、カウンセラー２名 ）

グループ共同での外部EAPの導入
　

アウトプット

従業員のスキルアップにより
コンテンツの質・ビジネスの
実効性が向上

良好な労働環境を好感し
優秀な人材が参集

優良な健康経営を
底支えとしたコンテンツ・　
サービスの質的向上

サステナビリティ向上の
波及効果としての市場の
評価（株価など）・
社会的評価の向上

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報人的資本
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TBSは男性従業員の育児休業取得率100%を目標に定め、取

得を奨励しています。アナウンサー、記者、赤坂エンタメシティ

担当、いずれも30歳代の従業員３人に、育休取得をきっかけ

に社内環境と自身に訪れた“変化”について聞きました。

た時、妻が涙したんです。それだけ一人

での子育ては不安で、プレッシャーを感

じていたんだと思い知らされました。

猶原　妻の妊娠を報告したら上長の口か

らは、「おめでとう。育休いつ取る?」と

いう言葉が当然のように出ました。部署

には育休取得者が何人もいますし、育休

は取って当然という空気を感じました。

周囲とは事前にどのような相談を ? ーーーー

熊崎　「Nスタ」等の帯番組のほか、スポーツ中継なども担当して

いたのですが、プロデューサーからは「育休取得の経験は、これか

ら父親として番組に還元できる機会が絶対あるから」と言ってもら

えました。その頃、大きなスポーツ中継の担当予定もあったので、

デスクと一緒にスケジュールをにらんで「このタイミングで取れそ

うだね」とプランを立てました。

樫尾　先輩からは会社の制度のほか、自分が休んでいる間、業務を

カバーしてくれる仲間たちへの感謝の示し方などもアドバイスし

てもらえましたね。

育休とはいえ、仕事を離れる不安は ? ーーーー

猶原　一定期間、仕事に穴を開けるという意味では、チームに申し

訳ない気持ちはありましたが、自分が抜けても絶対にカバーしてく

れるんだという信頼感みたいなものもありましたし、それほど不安

育休はスムーズに取れましたか？ ーーーー

熊崎　私の場合、１人目･2人目の時には育休を取っておらず「3人

目は絶対取るぞ」と心に決めていたので…。

樫尾　私は1年半で2回取ったのですが、職場の先輩には「後輩に

もつながることだから、ぜひ」と言われました。実は妻には育休の

期間を「3カ月」にすることは伝えていませんでした。それを伝え

はなかったですね。

樫尾　私は記者として省庁なども担当していて、取材に穴が空か

ないかと心配もしましたが、育休取得初日に鳴った電話の回数は、

前の日の100分の1で…。自分が休んでいても仲間が代わりに支

えてくれていると改めて感じました。

熊崎　画面に出て伝える仕事ですので、3週間とはいえ、出演の機

会が無いというのは正直不安がないこともなかったですが、これか

らの世の中、男性の育休はスタンダードになっていくだろうという

思いもありましたので。

育休中の生活は ? 感じたこと、考えたことは ? ーーーー

熊崎　改めて「子育てってこんなに大変なんだな」と。

仕事の傍ら…、ではなくて、24時間子どもに向き合って、ご飯、お

風呂、寝かしつけという生活は個人的には仕事しているよりよほど

大変でした。そして、それを知った上で仕事に復帰すると、家族へ

の感謝の思いとかも全然違ってきますね。

猶原　妻はあんなに大変な思いをしてい

るんだ。なるべく早く帰ろう、と思うよう

にもなりました。

職場復帰後、自分のパフォーマンスに 

変化は ? ーーーー

熊崎　カメラの前に立ち原稿を読んだ

時、ちょっと感覚が鈍ったかな、というの

仕事と育休  男性従業員が語った “ 変化 ”

猶原 広大

赤坂エンタテインメント･
シティ事業局

熊崎 風斗
アナウンスセンター

育休3週間
（第三子）

樫尾  昂
報道局経済部

育休 計6カ月間
（第一子･第二子）

育休1カ月間
（第二子）
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樫尾

猶原

樫尾

年度 男性 女性

2021 年度 49％ 100％

2022年度 76％ 100％

2023年度 100％

※ 

1. 

2. Creator & Professionals First  

3. Bet on Passion   

4. Development Support  

～ ～

育児休業取得率

トップメッセージ 中期経営計画2026
コンテンツ
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新卒採用の
方針

・若手人材のキャリア形成のサポート
・番組制作に特化した人材育成

支援管理体制
・通院休暇制度の導入（1回/月・有給）
・専用休憩室の設置　
・定期的な人事面談

理解促進 ・配属先の社員向け【障がい者雇用理解研修】の実施
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「息つく暇なく動きまわる」ことが求められるドラマ制作の現場

で、足に障がいがありながら助監督を務める従業員がいます。

現場でどう働いているのか、仲間たちはどう支えているのか、

聞きました。

の不安定なところは苦手です。今担当しているドラマの現場でも、

高いところの掛け時計の針を調整するために脚立にのぼる必要が

あったのですが、「すみません、代わりにお願いできますか 」と声を

上げて、先輩スタッフにフォローしてもらったこともありました。

「 特別扱い 」でない「 支え合い 」を実感  ーーーー

　将来はドラマ監督になりたいと思い、学生時代から映像制作を

学んできました。TBSグループのコンテンツ制作を担うTBSスパー

クルに入社しました。制作現場で働くことを希望して、ドラマ映画部

に配属された際、人事の担当者と「障がいのことを周囲に打ち明

けたほうがいいか 」と話し合い、ドラマ映画部の全員を前に障がい

の内容や配慮して欲しい事項を自分から説明しました。スタッフも

それを受け止めてくれていると思います。新たな作品に入るごとに

仲間とのコミュニケーションを大切にしていますし、それが無理なく

出来る環境だと感じています。

　特別扱いされて「動かなくてもいい」と言われることはありま

せん。リサーチや現場でも自分で出来ることを見つけて動くことで、

支えられてもいるし、支えてもいると思っています。AP（アシスタン

ト・プロデューサー）も経験させて

もらいました。APはドラマを見ても

らうための番宣などの発信を担当

するのですが、ドラマに関わるとい

うことについて色々な道を示しても

らっているのかなと思っています。

現場ではどんな仕事を？ ーーーー

　助監督の仕事は、制作に関わる様々な環境を整えることで、楽屋

の準備、収録時に使うインカムの事前チェック、台本配りや出演者

の誘導など、スタジオの内外を駆け回る毎日です。

　私は今走れますし、実際、現場でも走っていますが、先天性の下

肢障がいがあり、歳と共に足が不自由になると言われていて、足元

ドラマの現場は変わってきていますか？  ーーーー

　入社前はやはり、ドラマの現場は過酷で帰れないイメージがあっ

たのですが、労働時間もシフトで管理されていますし、私を含め同

期入社はみんな徹夜業務を経験したことはほとんどありません。よ

くドラマの撮影で使用される緑山スタジオは、仮眠室やシャワー室

もきれいに整備されていると思います。

　私は今入社３年目ですが、若手社員にも企画書を提出する機会

があって、月に一度「企画相談会」があります。若手のアイディアに

監督やプロデューサーがアドバイスをしてくれます。「それいいじゃ

ない、面白いよ」という、フランクな雰囲気で話しやすいです。助監

督としてステップアップしていって、いずれ監督になりたいと考えて

いましたが、この３年くらいで自分の企画を通して、作品になった

らすごいだろうな、というのも目標になりました。

　障がいがあってドラマの現場を目指したいという後輩もいると思

います。そんな人には自分の身体のことも話して、みんなとちゃん

とコミュニケーションをとれれば大丈夫だよ、と伝えたいです。

障がいがあってもドラマの現場で

profile

㈱ TBSスパークル　
エンタテインメント本部ドラマ映画部

今村 佳
かのん

暖

2022年 入 社。ドラマ制 作 の 助 監 督 やAP（アシスタント・プロ
デューサー）を務める。
これまでの担当番組「アンチヒーロー」 「マイ･セカンド･アオハ
ル」 「埼玉のホスト」「私がヒモを飼うなんて」 「いちげき」

日曜劇場「アンチヒーロー」撮影現場で

TBSスパークル　障がい者雇用の主な取り組み

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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TBSの「 知的資本・製造資本 」とは

TBSが持つ1つ目の知的資本として創業以来培い、蓄積してきた

「多様なコンテンツ」が挙げられます。番組だけでなく、映画、アニ

メ、グッズ、ゲームなどが、様々なプラットフォームで世界中に届け

られ、「ときめくときを。」を生み出す原動力になっています。ドラマ

制作などにおいてオリジナル・コンテンツが多いことや、海外に人

気番組のフォーマットを販売していることもTBSの特徴です。これ

らの著作権や商標権の管理も進め、収益確保につなげています。

2つ目の知的資本は、コンテンツを生み出し、届けるための「独自

技術とデータ」です。TBSはグローバル展開も視野に入れ、新しい

コンテンツや効率的な制作を実現するための先進的な技術研究・開

発を積極的に行っています。また、データドリブン事業の実現に向

けて、効率的なデータ管理や連携を実現するための技術開発を進め

ています。なお、有望な技術やデザインについては、特許や意匠権

を取得し、今後の競争力の源泉としていきます。

TBSの製造資本とは、独自技術とデータを用いて、コンテンツを

制作するためのスタジオ設備です。赤坂および緑山において、日本

最大級かつ最新のスタジオ設備を有しています。

なお、1つ目の知的資本である「多様なコンテンツ」の詳細につ

いては、「Timeless Value」→p.32  をご確認ください。本章におい

ては、2つ目の知的資本である「独自技術とデータ」および「製造資

本」について、解説します。

TBSは多様な知的資本を保有しており、これらは大きく2つ

に分類されます。それらを支える強力な製造資本も有してい

ることが強みです。

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ
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非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ
を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の“時”」 を

すべての働く仲間に
「最高の“時”」を

責任企業として
ガバナンスを強化する

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ
を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の“時”」 を

すべての働く仲間に
「最高の“時”」を

責任企業として
ガバナンスを強化する

知的資本/製造資本
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「TBS  VISION2030
TBS

TBS

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

①コンテンツの質を高める

「独自技術」
③テクノロジーの力で

「業務効率化」
②コンテンツとユーザをマッチングする

「TBS ID」

コンテンツクリエイティブの向上

標
目

法
方

み
組
り
取
的
体
具

コンテンツリーチの拡大 放送事業の効率化と業務改善

→p.61 →p.62 →p.63
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ロードマップ①　コンテンツの質を高める独自技術

TBSの武器である「コンテンツ創造の力」。そのコンテンツ
の質をさらに上げるために、他社にはない開発力を駆使し、
自社で多くの独自技術も生み出しています。これらは多くの
独自演出を生み出す原動力となっています。

プロダクション系技術
Live Multi Studio （ LMS ）

LMSは、TBSテレビとWOWOWが共同開発した、テレビ局の要求

水準を満たす次世代の超低遅延映像・音声・制御信号伝送ソフトウェア

です。中継費用を抑える「リモートプロダクション」を支える技術として

開発しました。自局でのコスト効率アップや独自演出に向けた積極的な

取り組みはもちろんのこと、2024年3月からは一般向けのソフトウェア

としてリリースし、現在、同様のクオリティを求める映像業界はもとより、

VTuber業界、建設業界等からも注目を集め、多くのユーザー様に様々

なシーンでご利用いただいており、大きな反響を呼んでいます。

バーチャルプロダクション
LED映像を背景に撮影し、リアルタイムに合成する技術。カメラ

を通して生成される映像はリアルな背景と見分けがつかないほど。

「アンチヒーロー」「トリリオンゲーム」等のドラマで使用しており、

映像表現の深化と撮影効率・コスト効率のアップにつながっています。

XR（ Extended Reality ）
CGのみで世界を作り上げる“VR”、現実世界に違和感なくCGを

重ね合わせる“AR”等の総称。「輝く！日本レコード大賞」や「CDTV

ライブ！ライブ！」などの音楽番組での、リアル空間以上の最新演出

や、戦地の様子を再現・体験してもらう報道イベントでの利用など、

幅広い取り組み実績があります。

TBS Qs
・視聴者参加型リアルタイムクイズシステム

・スマホで気軽に参加でき、番組やイベントで

新たな体験を提供しています。

TBS BELL
・TBSオリジナルの多人数リモート出演システム

・これまでに「水曜日のダウンタウン」「東大王」等の

番組で利用され、各種イベント等でも活躍しています。

T-Qom
・テレビ局の運用に特化したコミュニケーションアプリ

・国内外問わず多くの番組で運用中

LMS の特徴
・100msec以下の超低遅延。リアルタイムに遅延設定も可能

・�超低遅延映像と安定映像を一本の帯域で伝送できる特許技術

「Multi Latency（マルチレイテンシー）」

・制御信号も送ることができる

・ネットワークの難しい設定不要でつながる簡単UI

・時刻同期もバッチリ。リップシンクもリアルタイムに調整

・TBSの番組でも多くの利用実績

　「世界陸上オレゴン」「ゴールデングランプリ陸上2024」

　「全日本高校女子サッカー選手権」「マスターズゴルフ」

　「野球中継」「バレーボール ネーションズリーグ2024」等

LMS では Multi Latency 伝送を実現

TBS BELL　ロゴ

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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ロードマップ②　コンテンツとユーザをマッチングする「TBS ID」

「TBS ID」は、放送、配信、劇場、店舗といったTBSグルー

プの多様なタッチポイントを1つの IDで横断的に利用できる

共通 IDとして、2023年10月にサービスを開始しました。

データドリブン戦略でデジタル時代の事業成長を後押し
TBS IDは、デジタル時代の事業成長に欠かせない「顧客基盤」

「データドリブン」を担うマーケティング・インフラです。多彩な番

組やコンテンツ・サービスを通じて集めたユーザー IDや視聴・購買

データをTBSグループ全体で集積し、グループを横断したデータド

リブンによる事業運営の実現、コンテンツマッチングの強化、サー

ビスをまたがって利用するメリットの充実といった利便性向上に

活用していきます。これにより、個々の事業ではなしえないTBSグ

ループの総合力による事業成長を促し、TBSグループ全体の広告媒

体としてのさらなる価値向上やTimeless Valueの追求・提供を実

現します。

コンテンツ・エコシステム（ 経済圏 ）の確立へ
TBS IDで利用できるサービスの総売上や顧客１人あたりの売上

高（ARPU）の拡大を目標に、会員ID数や利用できるサービス数の

拡大を図り、エンタテインメント分野でNo.1のIDサービス（顧客

マーケティング基盤）を目指します。

TBSグループが手がけるメディア、コンテンツ、ライフスタイル

のコア事業をTBS IDで接続し、事業間のシナジーや新規事業の継

続的創出による新たな価値を提供していきます。TBSグループが持

つコンテンツIPやサービスのさらなる充実と、TBS IDによるグルー

プ事業の連携を通じて、それらを１つのIDで楽しめる「コンテンツ・

エコシステム（経済圏）」に発展していくことで、TBSグループの持

続的な成長に貢献していきます。

経済産業省が定める「 DX 認定事業者 」
TBSのこれらの取り組みについて、デジタル技術による社会変革

を踏まえて経営者に求められる事項を取りまとめた「デジタルガバ

ナンス・コード」に対応し、経営ビジョンの策定やDX戦略・体制の

整備など、DX推進の準備が整っていると認められ、2024年、TBS

ホールディングスが「DX認定事業者」に認定されました。

TBSグループの共通 ID「TBS ID」

“BtoC” 視点のメリット “BtoB” 視点のメリット

1 つの ID で、コンテンツに触れられる

ユーザーの利便性向上による事業成長

マスメディア、リテールメディアなど

TBS グループ全体の広告媒体価値向上

放送 配信 劇場 店舗 etc…

TBS IDによる
コンテンツ・エコシステム (経済圏 )

多彩なコンテンツを 1つの IDで楽しめる

M&Aや新規事業による事業領域の拡大

TBS公式web

ゲームゲーム

ECEC

リテールリテール

スポーツスポーツ

イベントイベント

テーマパークテーマパーク

WebメディアWebメディア

ポイント
クーポン
ポイント
クーポン

情報検索
マッチング
情報検索
マッチング

広告事業
データ事業
広告事業
データ事業

データ
ID

メディア

コンテンツ

ライフスタイル
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ロードマップ③　テクノロジーで業務効率化

TBSはテクノロジーを活用した「業務効率改善」「省力化」に
も力を入れており、近年はAIテクノロジーの活用やDX推進
にも取り組んでいます。

AI関連の開発

IP映像伝送の独自技術

TBS開発技術の海外展開へ

AI 誤字チェッカー TBS LUPE
　制作段階でのフリップ・テロップ・原稿に誤字や文脈

上の誤りがないか、LLM（大規模言語モデル）

と独自の誤字リストを活用してチェックします。

スマートフォンやチャットツールで簡単に利用で

き、制作現場の負担を大幅に削減しています。

もじこ・もじぱ
・自動文字起こし、自動字幕生成

・特許取得

メディアブランチ
・�オンライン番組納品ソフトで、マルチユース展

開の拡大につれて急増する様々なパターンの

素材の納品業務を一元管理し、非効率なダビン

グ、コピー作業、素材待ちを一掃し、制作現場

における負担を大幅に軽減しました。

テクノロジーの祭典「 SXSW2024 」への出展
　これらの開発した技術はTBS内での活用にとどまらず、グローバ

ルビジネスとして世界に販売する試みを続けています。

　アメリカ・テキサス州オースティンで毎年開催されるテクノロ

ジーの祭典「SXSW2024」へは昨年に続き出展し、TBSが誇るIP

（コンテンツ・技術）を世界に発信することはもちろん、世界のト

レンドやエンタテインメントを本場で直接学び、体験し、TBSの知

的資本の未来を創造していくことを目的としています。

　またコンテンツのグローバル化を意識した出展としては「SASUKE 

VR体験」を展示、TBSの技術とApple Vision Proを用いたVR体験

を組み合わせることによって、多くの人にSASUKEの面白さを伝える

新しい体験を提供しました。

AI 放送監視
　オンエア映像において、提供クレジットとスーパーの重なり（提供か

ぶり）や、誤字・登録商標・不要な情報の映り込みを自動検出し、制作

関係者に瞬時に通知することで、24時間365日の放送監視をAIで支

援しています。

AIアナウンサー
　定型業務の文章を読む際やJアラートや緊急地震速報のような素早

い対応が必要なもの等での利用を想定し、開発しています。

　実際のアナウンサーの声をAIに学習させ、PoCを実施中です。

音六 AI
・�コンテンツ制作時のプレビュー段階での代理ナレーション業務、外国

向け配信コンテンツの外国語ナレーション業務など

STORM
・高速にファイル転送をするためのアプリケーション

・�ネットワーク環境に左右されずに高い信頼性の確保と高速なファ

イル転送を実現しています。

AI 活用プロジェクト
　AIの活用が急務となっていることを受け、「AI活用プロジェクト」

が始動しました。生成AIツールの社内導入を進めるほか、ガバナン

スの強化とリスクマネジメントを行っています。適切なガイドラ

インを設け、データのプライバシー保護やセキュリティ対策にも万

全を期しています。これにより、AIの利便性を最大限に引き出しつ

つ、企業全体の持続可能な成長を目指します。

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報知的資本
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独自技術を生む開発・研究・実践

テクノロジーのロードマップ、および具体的な独自技術につ
いて紹介してきましたが、TBSは有志集団、および会社組織
の両面で開発を進めていることが大きな特徴です。

独自技術のみならず、コンテンツ、
ノウハウなど様々な知的財産の

創出・活用・保護に向けた

「 知的財産ワーキンググループ 」の発足

TBSホールディングスは、持続可能な社会の実現に

向けた取り組みをグループ全体で一層強化・加速するた

め、「サステナビリティ委員会」を設置しています。その

傘下において、グループの知的財産・無形資産の把握・

分析を行い、知的財産戦略の方向性を明確化するための

「知的財産ワーキンググループ」が2023年11月に設

置されました。

ワーキンググループにおいてはまず、技術領域に焦

点をあて、継続的に創出されてきた背景などについて、

整理を進めてきましたが、今後はコンテンツやノウハウ

など、TBSが保有する様々な知的財産についての分析を

行います。

その上で、経営戦略と整合した知的財産戦略を打ち

出し、各種開示を通じて、方針や取り組みを発信してい

きます。

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
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2019年に誕生したTBSグループの有志のテック・デザイン集団、

「TBS Tech Design Lab」。放送や配信、イベントで勝負するため

の映像技術を、TBSグループ内の人材でも進化させていかなければ

ならないという強い問題意識から結成されました。現在に至るまで、

様々な開発・研究・実践を繰り返し、外部との接点を積極的に持ち

つつ、グループの力を醸成しています。

決められた開発目標やスケジュール、部門長等は一切存在しま

せん。コンテンツ制作における新規演出の創出や、様々な技術課題

の解決のために会社や組織の壁を越えて有志が集まり、協業するこ

とによって開発を進めています。

活動場所として、2023年には、赤坂にあるTHE HEXAGON 9階

にイノベーションスペース「TBS Tech Design X（読み方：ティー

ビーエステックデザインクロス）」をオープンしました。

このように、自由闊達に開発を進められる集団や活動場所、そし

てそれを許容する組織文化が、独自技術を生み出す大きな原動力と

なっています。

TBSグループの技術を支える中心組織。主に放送設備や番組制作

を担当しますが、新技術や実験開発、また、独自技術のビジネス化

も推進しており、その体制について、紹介します。

未来技術設計部
コンテンツに直結した開発はもちろん、AI、XR、最新の通信技術

などの研究開発や、新しい技術サービスの創出に向けた開発・実証

実験を行っています。

メディアソリューション部
中長期的な、「コンテンツをつくるための基盤となる開発」を中心

とし、TBSグループにおいてコンテンツ制作ワークフロー・アーカイ

ブ管理やマルチユースを円滑に行うシステムの開発・検証を行いま

す。TBSグループで局内のコンテンツ管理を担うシステムの開発の

大部分を担っています。

テックビジネス推進室
2023年10月に新 規 設 立。メディアテクノロジー局やTech 

Design Labで生まれた独自技術について、外販力と事業化を強化

していきます。

TBS Tech Design Lab

TBSテレビ　メディアテクノロジー局

知的資本
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赤坂 ｰ 

TV

TBS

Tech Design X

トップメッセージ 中期経営計画2026
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「Tech Design 2024」「Tokyo Creative Salon」

製造資本

TBS赤坂BLITZスタジオ
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緑山 ｰ 

TBS M6

製造資本
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のグループであるAll3Media Internationalと、国内屈指のコン

テンツ制作力を自負するTBSとのタッグによって、日本国内にとど

まらない、グローバルでのヒットコンテンツを発信していきます。

英国の世界的コンテンツ制作配給会社と　　　
組んだグローバルな動き

例えば、2024年3月に放送された新感覚バラエティ「Lovers 

or Liars? ～本物の夫婦はどれ？～」は、イギリスの最大級のコン

テンツ制作配給会社All3Media InternationalとTBSが共同制作

したものです。

4月にはフランス・カンヌで行われ

たコンテンツ見本市「MIPTV」でも発

表。イギリス・アメリカ・ドイツ・オ

ランダ・ニュージーランドに拠点を

置く世界的コンテンツ制作配給会社

全国の放送局による強固な
ネットワークを構築

一方で地上波放送のネットワークを基礎に、全国28の民放各局

で構成するJNN（Japan News Network・テレビ）は、災害や事件

では取材・放送・配信などで広域の協力体制を構築する日本有数の

強固なパートナーシップを維持しています。

またラジオにおいてはJRN（Japan Radio Network・ラジオ）と

いう全国34のラジオ局との幅広いつながりを持っています。

事業のあらゆる

フェイズでパート

ナーと手を結ぶこ

との重要性は年々

増 し て お り、TBS

の ビ ジ ネ ス の 根

幹をなすといって

も過言ではありま

せん。

視聴者
聴取者

カスタマー

従業員

ビジネス
パートナー

広告主
社会

自然環境

株主
投資家

「 世界の全ての人々・企業・団体 」が
社会関係資本

TBSの社会関係資本は「世界の全ての人 ・々企業・団体」です。

コンテンツを創り、伝える上で、不可欠な存在であるパートナーと

ともにTBSは事業を拡大し、成長させています。例えば、出演者・

取材対象者など画面に登場する方々や、カメラの後ろにいる演出

や技術のスタッフ・シナリオライター・制作会社も重要なパート

ナーであることはもちろん、異色のパートナーシップとしては、ア

メリカや中国、韓国、イギリス政府などとタッグを組み、大統領や

首相（経験者を含む）を東京・赤坂のスタジオに招いて、日本の市

民との「タウンホール・ミーティング」を開催するというコラボを

実現させた例もあります。

コンテンツを伝えるプラットフォーム（視聴や体験の手段）が近

年急速に拡充し、受け手の嗜好も多様化する中、旧来の業界の壁を

超えた「同業種/異業種のコラボ」でシナジーを生もうという気運

が高まっており、TBSも様々なコンテンツクリエイター・プロバイ

ダーと積極的にパートナーシップを結んでいます。　

イギリス・
ブレア首相

アメリカ・
クリントン
大統領

韓国・
盧武鉉大統領

「Lovers or Liars?
～本物の夫婦はどれ？～」

中国・
朱鎔基首相

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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世界の全てのパートナーと環境変化を” 好機 ” に

社会関係資本

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ
を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の“時”」 を

すべての働く仲間に
「最高の“時”」を

責任企業として
ガバナンスを強化する
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パートナーとの共創でより強いコンテンツを

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報社会関係資本

日本を代表する映画・演劇企業

様々なコンテンツ企業や映画会社とパートナー関係を構築している

TBS。2024年1月には、松竹株式会社と資本業務提携を合意しました。

国内にグループで運営するスクリーン251を持ち、長年日本の映画

産業や歌舞伎をはじめとする演劇界をリードしてきた松竹。その松竹と

コンテンツ制作に強みを持つTBSの協力によって、アニメーションIP開

発と映像コンテンツの共同製作を主軸に、エンタテインメント企業とし

ての価値を最大化することを目指します。

世代を超えた ” ヒーロー ” を生み出す企業

地域、世代を超えて愛される「ウルトラマンシリーズ」をはじめ、国民

的ヒーローを生み出し続ける円谷プロダクションとTBSが、再びタッグを

組みました。アジア地域や北米を中心に海外での展開を加速させている

円谷プロと、EDGE戦略で海外戦略を進め

るTBS。両者の強みを活かすために、パート

ナーシップ提携を締結し、革新的で創造性の

高い、新たなコンテンツの開発と共に、世界

に羽ばたくオリジナルIPを生み出します。

キャラクタービジネスの世界的企業

450以上ものオリジナルキャラクターを擁し、国内外におけるキャ

ラクタービジネスで大きな影響力を持つ企業、株式会社サンリオ。

TBSでは、サンリオの人気キャラクター「シナモロール」のもう一つの

世界を描いた新しいキャラクター「アイシナモロール」とコラボビジネ

スを展開中。TBSテレビというプラットフォームでの新規コンテンツの

放送や様々なコラボグッズの企画・販売を多角的に進めています。

メタバースの最新技術を有する企業

TOPPANホールディングスとTBSは2018年3月に資本業務提

携契約を締結。TOPPANグループのメタバースの技術/ノウハウと

TBSの保有する映像コンテンツやIPなどを組み合わせ、自然環境へ

の興味/関心の対象を広げる知育コンテンツ「メタバース動物園」

を共同で開発し、子どもたちが地球環境について考えるきっかけづ

くりに貢献することを目指します。

金融・経済情報で世界的影響力を持つ企業

　2024年5月に、米国・BloombergとTBSは戦略的パートナー

シップを締結。TBSをキー局とするJNN系列28局の統合ニュースサ

イト「TBS NEWS DIG Powered by JNN」とBloombergの共同ブ

ランドで新たな経済ニュースサービスを立ち上げ、オリジナルの経

済・金融コンテンツを配信します。互いの専門分野におけるノウハウ

を共有し、デジタルに特化した新たな

ブランドスタジオも設立。経済・金融

ニュース部門を強化し、コンテンツを

日本のみならず世界に発信することで

ビジネス面での拡大も狙います。

世界水準の強みを
持つパートナー

TBSの
コンテンツ力

Timeless Value
（ 時代を超えた価値 ）の共創

「ウルトラマン」

（1966）©円谷プロ
「ウルトラセブン」

（1967）©円谷プロ
マイケル・R・ブルームバーグ氏と
佐々木卓会長

© 2024 SANRIO CO., LTD.　Sanrio/TBS
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サステナビリティ
地球、社会、自社のサステナビリティをいかに守っていくか。
TBSグループが掲げる理念と戦略、各種の施策をご覧いただきます。
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地球・世界・社会のサステナビリティのために

㈱TBSホールディングス 
常務取締役　CSO

井田 重利

�私たちが目指すサステナビリティ 	  
～報道機関としての使命～
　「地震発生時の激しく揺れる映像を本社に送りました。いま能

登空港にいます」。TBSスパークルの菅原佐和子は、夫と2人の

子どもと帰省中に能登半島地震に遭いました。地震発生から3分

後には、自らスマホで撮影した映像を送り終え、その後も、2歳の

娘を抱きながら生放送での電話リポートや被災状況の撮影に奔走

し、空港の駐車場で一夜を明かしました。彼女の仕事はニュース

映像の編集で、取材記者ではありませんが「使命感というか、人の

役に立ちたいという思いで動き回りました」と振り返ります。こ

の日、TBSテレビはJNN系列局の取材力を結集させ、9時間にわ

たる報道特番を放送 →p.73  。ラジオ、BS、CS、インターネットで

も地震情報を伝え続け、「情報ライフライン」の役割を果たしまし

た。報道機関であるTBSグループは「自社のサステナビリティ」の

追求という枠を超えて、人々の命と安全を守る「社会のサステナビ

リティ」に対する責任があると考えています。災害報道をはじめ、

人々の生活に資する報道や、質の高いコンテンツ発信を通してサ

ステナブルな社会をつくることを目指しています。

「メディアの沈黙」の教訓　～人権への取り組み～
　数多くの人気アイドルを世に出してきたジャニーズ事務所が、

故ジャニー喜多川氏による性加害を認めて社会に衝撃を与えまし

た。事務所が設置した再発防止特別チームは、被害が拡大した背

景に「マスメディアの沈黙」があったと指摘しました。「社会のサ

ステナビリティに責任を持つ」などと公言しても、何よりも大切な

「人権」をないがしろにすれば、その目標は意味がありません。性

加害を認定した20年前の判決を、なぜ報道しなかったのか？性加

害は、なぜ長く見過ごされてきたのか？私たちは人権感覚が希薄

だったことを深く反省し、ジャニーズ問題についての特別調査委

員会を設置。調査結果を放送するとともに、当社ホームページで調

査報告書の全文を公表しました。

　報告書では、外部委員として調査に加わった2人の弁護士から

「再発防止のための提言」が示されました。その中で強く求められ

たのが、TBSと取引先企業における人権リスクを洗い出して、リ

スクに対応する人権デュー・ディリジェンス（人権DD）の実施で

す。初めての取り組みで苦労はありましたが、専門家のサポート

と、取引先企業の皆様の協力を得て人権DDを行い、結果をまと

めました →p.47  。人権リスクをしっかりと認識し、対策を講じ

て参ります。

地球のサステナビリティへ
　気候変動は人類に脅威を与えています。私たちは、希望ある未来

のために「地球のサステナビリティ」にも貢献する責任があります。

　前号の統合報告書でお示しした、「2023年度にTBS放送セン

ターなど主要3施設のカーボンニュートラルを実現」という目標

を達成。マテリアリティに掲げた「カーボンゼロ」へ、新たな施

策の準備を進めています。さらに今年は、生物多様性を守るため、

2030年までに陸と海の30％を保全する「30by30アライアン

ス」に参画しました。

　環境を守る取り組みの大きな柱が、SDGsキャンペーン「地球を

笑顔にするWEEK」です。2020年から継続しており視聴者の認知

度も高まっています。キャンペーンを牽引してきた井上波執行役

員は、2023年9月に国連SDGサミットのメディアイベントに招

かれてキャンペーン内容を紹介するなど、TBSの活動は高く評価

されています。キャンペーンには、多くのパートナー企業の皆さま

に参加していただいており、TBSの収益向上と成長にもつながっ

ています。私たちは、これからも様々な企業や団体との「共創のハ

ブ」の役割を担い、さらに共創の輪を広げていきます。
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コンテンツを「世界」に発信するために
　TBSは、2024年を「グローバルビジネス元年」と位置づけまし

た。グローバル展開するためには、サステナビリティも世界水準で

なければなりません。これまで以上に、人権尊重、コンプライアン

ス遵守に注力します。ビジネスを拡げるためには人材も重要です。

「中期経営計画2026」では、300人のプロフェッショナル人材を

キャリア採用していくと打ち出しました。人材に投資し、人材を育

成し →p.51  、多様な仲間たちが健康で働ける環境整備を進めてい

きます →p.54  。

　7月にスタートした新たな経営体制では、サステナビリティを担

う役員の呼称を、ESG戦略責任者からCSO（チーフ・サステナビ

リティ・オフィサー）に変更しました。サステナビリティ経営をさ

らに推進することがCSOのミッションです。責任は重いですが、

「コンテンツで世の中を良くしたい」という良き伝統を受け継い

で、新たな時代を創っていきます。

取締役会

気候変動対策
WG

人権
小委員会

人的資本
WG

知的財産
WG

ウエルネス
WG

SDGs・ESG 統括部

委員長　：代表取締役社長

副委員長：常務取締役 CSO（ 最高サステナビリティ責任者 ）

委員　　：HD 取締役・執行役員

サステナビリティ委員会

委員会事務局
グループ・サステナビリティ

連絡会議

■ 気候変動対策 WG
・カーボンゼロに向けた目標設定および行動指針の策定
・TCFD等に沿った情報開示
・持続可能なコンテンツ制作に向けた施策やルール策定

■ 人的資本 WG
・グループの人的資本についての分析
・経営戦略の一つとしての人的資本経営方針の明確化
・各種開示を通じ、人的資本経営方針・取り組みを発信

■ 知的財産 WG
・グループの知的財産・無形資産の把握分析
・経営戦略と整合した知的財産戦略方針の明確化
・各種開示を通じ、知的財産方針・取り組みを発信

TBS グループ サステナビリティ体制

■ ウエルネス WG
・健康経営のための諸施策の策定
・職場環境改善に資する諸施策の策定
・生活習慣病対策とメンタルヘルス対策の諸施策の実施
・社員の健康に関するデータの集計と開示

■ 人権小委員会
・人権デュー・ディリジェンスの実施
・グループ全企業活動を通じて人権尊重に必要な施策の策定

■ グループ・サステナビリティ連絡会議
・サステナビリティ委員会、各WGや小委員会の情報共有
・グループ全体のサステナビリティ意識の向上
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　規模・頻度共に近年増大している自然災害に対して、「情報ライ

フライン」として人々の命と暮らしを支え、地球や世界が直面す

る数々の問題を社会全体で解決するための「起点」となること。

それがTBSに課せられた「社会的使命」であり、その社会的使命

を果たすことが、報道機関としてのTBSの存在意義です。放送法

にもそのことは記されています。

TBSの”社会的使命”を果たす前提として、社内で共有されている

ことが「“圧倒的信頼”を獲得しよう」というものです。

視聴者・聴取者・顧客を裏切る行為があれば、信頼は一瞬にして

地に墜ちるという危機感を常に抱き、放送事業に従事することを

TBSに関わる全スタッフが努めています。

報道機関として社会的使命を果たす

国民共有の財産である「 電波 」を預かる放送事業者として誕

生したTBSは、営利企業であると同時に、報道機関としての

社会的使命を負う存在です。
TBSは市民の情報ライフラインとして、いついかなる状況でも命

を守る情報を速やかに発信するべく、24時間体制で“その時”に備

えています。同時に過去の災害の経験から、様々な報道システムの

構築を続けています。

　2016年4月に発生した「熊本地震」を契機に、災害報道など

をJNN系列局が一体となってカバーするため「チームJ」という

枠組みを構築。同時に、災害報道の取材や、放送に関わる全ての

スタッフとの情報共有が不十分だった経験をもとに、JNN系列も

含めた報道関係者全員と一気に連絡を取ることが可能なコミュ

ニケーションツールを導入。現在、TBSテレビ報道局員など約

1000人とJNN28局の報道現場における情報伝達の主な手段と

して活用しています。また、記者の位置情報も把握できることか

ら、取材時の安全確保にも有効活用されています。

　2021年7月に発生した「熱海土砂災害」。直後の被害状況を映

像として十分に取材出来なかった経験から、迅速に上空からの取

材を行える「ドローン取材専門チーム」を報道局内に設置。ヘリ

コプターなど、救助の妨げになるとも指摘される騒音を伴う空撮

取材。それに変わる新しい方法としてドローンを活用し、操作技

術の向上から、行政へのスムーズな申請手続きまでをカバーする

チームが稼動しています。2024年1月

の「能登半島地震」でも、津波被害の実

態をドローン取材によって、どの放送

局よりも迅速且つ正確に伝えました。

報道機関としての存在意義とは

命を守る情報を届けるために
系列局共通のコミュニケーションツール

報道ドローン専門チームを設置

災害報道の流れ

基幹放送事業者は、国内基幹放送等を行うに当たり、暴風、豪雨、洪水、地

震、大規模な火事その他による災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合には、その発生を予防し、又はその被害を軽減するために役立つ放送

をするようにしなければならない。

放送法 108 条　災害の場合の放送　

過去の災害から学ぶ ❶

過去の災害から学ぶ ❷

地上波テレビ

衛星放送BS・CS

ラジオ

WEB媒体/SNS

国内支局、駐在

JNN28局

TBS報道局
（ 情報集約、編集・出稿 ）

出稿部、
報道・情報番組

海外11支局
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WEBで被災者に迅速に情報を届ける

“国内最速レベル ”の情報で最善の避難を

TBS NEWS DIG  2024年1月の月間 PV 数：

　報道情報を WEB やアプリで発信する「TBS NEWS DIG」では、「能

登半島地震」の際、放送で培った情報伝達のノウハウや、JNN28 局

の取材力を活かし、いち早く正確な情報を伝えました。発災直後のラ

イブ配信の累計再生回数は 406 万回。また地上波では伝えきれない

オリジナルコンテンツも発信しています。

　１秒でも早く情報を伝え、利用者にとっ

て最善の避難行動につなげてもらうため、

「TBS NEWS DIG」アプリでは、2023 年

から、地震発生の際リアルタイムに実測の揺

れの強さを確認できる、「強震モニタ」※を

追加し、防災機能を強化。能登半島地震で

も“ 国内最速レベル ”で情報を発信しました。

能登地震への対応 ～” 情報ライフライン”として～

2024年元日、石川県で最大震度7を観測した「 能登半島地

震 」では、甚大な被害が次第に明らかになる中、発災2分で

特番を立ち上げ、大津波警報をはじめ、刻々と変化する被災

地の状況を伝え続けました。
「能登半島地震」では、被災者の「情報ライフライン」を維持し、

間断なく情報を届けられるよう、結成されたJNN取材団が被災地

に入り、被害の実態を克明に伝えました。取材の際は簡易トイレ

を持ち込むなど、被災地へ負担をかけないよう細心の注意を払っ

ています。

また、被災局となった北陸放送を支援するため、TBSから遠隔で

ニュースのパッケージ化・動画の配信などを行い、TBSの技術陣も

放送復旧のための応援に入りました。

9時間にわたり特別番組放送を継続

JNN17局からのべ1,200人が被災地入り
取材・放送インフラ補修で現地局を支援（41日間 ）

能登半島地震　発災からの動き

1 月 1 日

16:10
緊急地震速報
石川県能登地方を震源とする地震が発生

16:12 速報「震度6強　能登」

16:12 全国ネット特番（J特）入り

16:15 速報「震度７　能登」

16:23 大津波警報

1 月 2 日

1:15 津波警報→注意報切り替え

1:24
全国ネット特番（J特）終了

（民放キー局で唯一９時間あまり報じ続ける）

2億超

※�「強震モニタ」は、国立研究開発法人 防災科
学技術研究所（以下、防災科研）の開発した
仕組みを活用し、防災科研の観測データを可
視化するサービス。

��　�防災科研・ゲヒルン株式会社と、地震計の観
測データを役立てる相互協力協定を締結北陸放送へ WEB 動画制作・配信支援：

夕方ローカルニュースだけで50本以上（ 発災～ 3月末 ）
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TBSグループ Scope 1+2 排出量の実績と今後の目標

TBSグループは、報道機関として、地球環境のサステナビリ

ティに対しても責任を負っています。

2022年度、グループ全体のScope 1+2排出量の測定と開示を

開始し、Scope 3排出量の把握に向けた取り組みも開始しました。

そして、2023年度は、赤坂の放送センター、赤坂サカス文化施

設、緑山スタジオのグループ主要3施設において、カーボンニュー

トラルを達成し、GHG排出量は前年度比で50%の削減となりま

した。

今後は、2026年度を目標に、グループ全体の電力を100%再

生可能エネルギーへ切り替え、Scope 2排出量ゼロを目指します。

これに向けては、グリーン電力証書等の活用だけでなく、なるべく

多くの電源を再生可能エネルギー由来のものに切り替えていく予

定です。さらに、2030年度に向けては、Scope 1排出量ゼロを目

指します。

2050年までのサプライチェーン全体のカーボンニュートラル

達成に向けては、中計2026期間中にグループのScope 3排出量

を可視化して、ロードマップを作成します。

事業を通じたGHG排出量の継続的削減

2050年までのカーボンニュートラル

（Scope 1+2+3 排出ゼロ）に向けて、

2026年度：Scope 2 排出ゼロ

2030年度：Scope 1+2 排出ゼロ

を目指します。

2022 2023 2026目標 2030目標

単位：t-CO2

（18,010）

（6,249）

（19,984）

18,924

年度

Scope 1

Scope 2

37,994

（12,675）

取り組みフェイズ1
（24-26年度）

電力再エネ化により
Scope 2をゼロに

（Scope 1は継続削減）

取り組みフェイズ2
（26-30年度）

Scope 1を
ゼロに

2022年度比
GHG削減量

ー
(ー )

19,070
(▲50%)

30,000 以上
（▲80%以上）

37,994
(▲100%)
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区分 項目 影響項目

移行
リスク

政府・業界団体等による広告主のCO2 排出量に応じた宣伝規制の導入（広告出稿量の減少） 売上

環境対応不足による企業評価の低下（ 広告出稿量の減少 ） 売上

脱炭素規制の導入・強化 コスト

環境認証の取得増加 コスト

物理
リスク

気象災害に伴う広告市場の冷え込み 売上

BCP 不備に起因する広告出稿量の減少 売上

気象災害に伴う資産や機材の毀損 コスト

機会

環境対応啓蒙キャンペーンニ ーズの拡大（ 広告出稿量の増加 ） 売上

環境対応啓蒙キャンペーンニ ーズの拡大（メディア収入の増加） 売上

気象災害対策にかかる情報ニーズの増加 売上

報道機能のレジリエンス強化要請の拡大 売上

省エネ技術の進化 コスト

環境活動に対する行政補助の拡大 コスト

再エネ調達コストの低下 コスト

素材・機材の再活用技術の進化 コスト

1.5℃シナリオ

影響度マイナス 影響度プラス

― ―

― ―

― ―

4℃シナリオ

影響度マイナス 影響度プラス

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

気候変動　リスクと機会を把握し情報開示を推進

10億円
未満 10億円

未満 10億円
未満 10億円

未満1億円
未満 1億円

未満 1億円
未満 1億円

未満

TBSホールディングスは、企業・自治体などの環境情報開示を評価

する国際的なNPO「CDP」が発表した「気候変動レポート2023」に

おいて、8段階中上から3番目にあたるスコア「B」を獲得しました。

「B」スコアはマネジメントレベルとされ、「自社の環境リスクやその

影響を認識し、行動している」と評価されたことを示しています。日本

の放送局が「B」スコアを獲得したのは初めて

のことです。TBSホールディングスでは、2021

年11月にTCFD（気候関連財務情報開示タス

クフォース）提言への賛同を表明、2022年8

月に初めてのTCFD報告書を公表しました。

日本の放送局として初めてCDP「B」評価を獲得 ※�影響度：矢印は1億円未満、1億円以上10億円未満の財務的なインパクトを見
込んでおります。なお、試算が困難であるリスク・機会の影響度については、項目
における定性評価にとどめ、「一」として表示しております。
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放送に伴うCO2 排出を可能な限り削減
TBSグループでは、2023年度にTBS放送センター、赤坂サカス

文化施設（赤坂ACTシアター、Blitzスタジオ、サカス広場）、緑山

スタジオの主要3施設のカーボンニュートラルを達成。電力につい

ては再生可能エネルギー由来のものに切り替えました。それに伴

い、TBS放送センターからのTBSテレビ、TBSラジオ、BS-TBSの

放送は“CO2 排出ゼロ”で送出されていることになります。

2023年から春と秋に実施するSDGsキャンペーン『地球を笑顔

にするWEEK』では、東京スカイツリーや全国のJNN各局の送出電

力についてもグリーン電力証書を活用して、一週間通して“CO2 排

出ゼロ”放送を実現しています。

毎年元日に放送している『ニューイヤー駅伝』では、選手たちの

走りを伝える中継車にCO2 を一切排出しない世界初の水素中継車

『地球を笑顔にするくるま』を導入している他、それ以外の車両に

ついてもグリーン熱証書を活用してオフセットしています。

 

制作現場でますます広がるペーパーレス化
TBSテレビでは、番組制作の現場でペーパーレス化への取り組

みがますます広がっています。2022年5月にニュース番組「Nス

タ」がそれまで紙で印刷していた原稿や進行表などに電子タブ

レットを導入したのに続いて、2022年10月には「news23」、

2023年1月に は「ひ る お び」、2023年11月に は「THE TIME,」

と、報道局と情報制作局が制作する平日のすべての帯番組で電子

タブレットを使用するようになりました。

これにより、放送1回あたりの紙の使用量を平均約60%削減す

ることができました。さらに、原稿や進行表などの修正点を全ス

タッフがリアルタイムで共有できるようになり、作業効率が大きく

上がっています。

このほか、バラエティ番組「世界くらべてみたら」では、2024

年4月から番組の進行中に変更点などを出演者に伝える「カンペ」

の電子システムを導入しています。

 

TBSグループのSLHが
リサイクル繊維を利用した

ニットバッグ事業を展開

CO2 削減　コンテンツ制作の現場でさらに

TBSホールディングス子会社のスタイリングライフ・

ホールディングスが2024年3月に、リサイクル繊維を使用

したニットバッグの製造販売事業を行う株式会社KNT365

の発行済株式を全て取得しました。

KNT365は、地球にやさしく社会貢献できるブランドを

作りたいというコンセプトのもと、リサイクル繊維を使用

したバッグ等のD2Cビジネスを展開。写真のサイズのニッ

トバッグは、ペットボトル約2本分の再生ポリエステルを

使って作られています。デザインの再現性の高さから多く

のアーティストやキャラクターとコラボレーションした

バッグを販売し、人気を博しており、KNT365のバッグは

SLHプラザスタイルカンパニー

の「PLAZA」でも多くのお客様

にご購入いただいています。

KNT365のSLHグ ル ー プ 入

りにより、SLH各事業との連携

をさらに強化し、サステナブル

ファッションの普及に取り組ん

でいきます。
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「30by30

WakuWaku

ー

TBS

トップメッセージ 中期経営計画2026
コンテンツ

Timeless Value創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報

～



78

国連のSDGs（持続可能な開発目標）とTBSのVISION2030。同じ年に達成を目指す両ゴールは、その価値観に於いて多くの面で一致して

います。当社のマテリアリティの一つに「メディアとしての『社会的使命』を果たす」がありますが、SDGsをめぐるコンテンツを持続的に発

信していくことも当社の重要な社会的使命です。その取り組みにより、企業価値・社会価値両面の向上を目指します。

2030年へ　国際社会のゴールとTBSのゴール

最高の“時”で、明
あ す

日の世界をつくる。
VISION2030 &

TBS ブランドプロミス

インプット アウトプット アウトカム

パートナー企業との共創

国連SDGメディア・コンパクトや
JNN・JRNネットワークとの共創

地域社会（ 赤坂・緑山 ）や
若者たちとの共創

国連SDGメディア・コンパクト
キャンペーン

「1.5℃の約束～いますぐ動こう、
気温上昇を止めるために。」への参加

・�SDGsイベント「地球を笑顔にする広場」

・ラジオ（ポッドキャスト）
�「SDGsジャンクション～地球を笑顔にするラジオ～」

・若者×TBSで社会課題を解決するコミュニティ
「地球を笑顔にするACTION」

地上波・BS・ラジオ・イベントなどあらゆるプ
ラットフォームを活用したSDGsキャンペーン

「地球を笑顔にするWEEK」
→p.79

・広告その他の収益増大

・TBSブランドの価値向上

・環境・社会課題の解決

・SDGs達成への貢献

私たちは、さまざまなフィールドで
心揺さぶる時を届け、

社会を動かす起点を目指します

メディアとしての「社会的使命」を果たす

 「SDGs達成」に向けたコンテンツで社会を動かす起点となる

ときめくときを。

企業価値向上

社会価値向上
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SDGs　広がり深まるパートナーシップ

2020年11月に開始したSDGsキャンペーン「地球を笑顔にする

WEEK」は、“企業との共創でSDGsを推進する”という民間放送なら

ではのビジネスモデルを確立したキャンペーンです。スポンサー企業

を、CM枠を買っていただくだけにとどまらず、SDGs達成に向けて共

に社会課題を解決する「パートナー企業」と位置づけ、各社の取り組

みや課題を共有・議論し、一緒に考えながら、番組・コンテンツ作り

を進めています。このスタイルは、既に4年目に入り、毎年春と秋に実

施するキャンペーンを通じてのべ約145社とのパートナーシップが実

現、双方の収益性にも貢献するという好循環が生まれています。

テレビ（地上波・衛星）やラジオという国民共有の電波を預かるメ

ディアとして、その伝達力・波及力を地球が直面する「待ったなしの諸

課題」解決に役立てたいという自覚はTBSグループの日々の事業に

浸透しており、「地

球を笑 顔 にする

WEEK」は2030

年までの 継 続が

決まっています。

「社会を動かす起点となる」という決意のもと、当社はSDGs
に関して様々な企業・団体とパートナーシップを結び、コン
テンツ発信を行ってきました。この共創を通じて収益性も確
保しています。

のべ約145社「 パートナー企業 」と歩む

「地球を笑顔にするWEEK」

の視聴効果調査によると、番

組視聴者全体の80％がパー

トナー企業について「好感が

もてる」と回答しました。さら

に、「その企業の商品やサービスを、利用・購入してみたいと思う」と

答えた番組視聴者も約7割と高い数字で、特に35歳から49歳の男

性では、82.5％にのぼりました。パートナー企業にとってSDGsキャン

ペーンへの参加がブランディングの向上のみならず、視聴者の購買意

欲にもつながっていることを示しています。

企業とのパートナーシップは、当社の価値向上にも寄与していま

す。各企業とパートナーを組んでSDGsに取り組んでいることについ

て「（TBSの）企業としての信頼が高まる」と答えた視聴者は、全体で

55.5％だったのに対し、番組視聴者では75％、「社会に貢献している

と思う」は全体59.7％に対し

番組視聴者は80％にのぼりま

した。「報道や情報関連のコン

テンツへの信頼が高まる」と答

えた人も、全体では5割弱なの

に対し、番組視聴者では7割を

超えており、SDGsキャンペーン

が放送局としての信頼性にもつ

ながっていることがわかります。

パートナーシップで価値向上を
東京・赤坂、TBS放送センター前のサカス広場と周辺施設で毎年春

と秋に開催しているSDGsイベント「地球を笑顔にする広場」は2024

年の春で7回目を数えました。SDGsの様々なゴールに関連した課題

を来場者が楽しく遊び、学べる“実体験の場所”として、2024年元

日に発生した能登半島地震で高まる防災意識を背景に「いのちを守

るまち」、温暖化をくいとめる「地球に優しいまち」、多様性を重んじ

る「一人ひとりが輝くまち」をテーマに50あまりのステージやワーク

ショップを展開。

子どもを中心に

のべ2万人が参

加しました。

「 平和と公正をすべての人に 」
SDGsの目標の一つに掲げられながら、世界で絶えない紛争。TBS

×若者による社会課題の解決を目指すコミュニティ「地球を笑顔にす

るACTION」では、2024年3月に大学・高校生ら50人を招いて、イ

ベント「ACTION for Peace」を開催しました。ニュース映像に記録さ

れた紛争地の「映像や音」を、東京大学・渡邉英雄研究室などの協力

も得てバーチャル体験するという

新たな試みのイベントで、参加者

は紛争現場のリアルを体感した

上で、「今から、自分たちができ

ることは何か」を議論しました。

地域や若者とのパートナーシップ

社会に
貢献していると思う

SDGsに取り組む
企業としての信頼が高まる

59.7

80.0

55.5
75.0

企業とのパートナーシップで
SDGsを推進するTBSへの評価

全体 番組視聴者
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コーポレート・ガバナンス
2024 年 6月に就任した新たな経営陣の紹介をはじめ、
責任企業としてのガバナンス強化の現状を詳述します。
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世界で戦うため「 規範と基盤 」の整備を

㈱ TBSホールディングス
社外取締役

武井 奈津子

㈱ TBSホールディングス
取締役会長

佐々木 卓

健全で豊かな土壌の上に木は育つ	
佐々木　武井さんに社外取締役にご就任いただきまして一年が過

ぎました。テレビ局をコアとする会社の取締役をと言われて、最初

のご印象はどうだったでしょうか？

武井　TBSさんはコンテンツを中心に会社として変革を進めてお

られるのを存じていました。そこが魅力的だと感じていましたし、

商号からは「東京」を外されましたけれども、東京から世界へ発信

されるものに関わっていきたいという気持ちもありましたので、

声をかけていただいて嬉しく思いました。

佐々木　前におられた会社（ソニーグループ）は、世界的エンタテ

インメント企業ですけれども、それと比較して当社の社風という

か風土についてどう感じられましたか？ちょっとガサツに見えた

のではないでしょうか？

武井　全然そんなことはないです（笑）。

佐々木　当社は70年前に放送局として創業したときは“ベン

チャー ”だったわけですね。新聞という先輩がいて、映画という先

輩がいて、そういう意味ではやんちゃな、壊す力というか荒々し

いパワーやスタイルは残っているんですけれど、上場もして会社

の規模も大きくなっていく中で、ガバナンスなどの大事なことが

世界標準から見て、まだまだ未成熟なのではないかと心配してい

るんですが、例えば取締役会の議論についていかがでしょうか？

武井　きちんと議論されていると思います。闊達に語り合えてい

ますし、私自身も言うべきことはしっかりお伝えできています。ガ

バナンスをより良いものにしていこうという姿勢もあります。投

資家の期待や世界のスタンダードを意識しながらも、当社の発展

に見合う形で進化させて行くことが大事であると思います。また、

どんな会社にもその会社の企業風土がありますが、良い企業風土

を維持・熟成していくこともガバナンスの一重要項目です。世界に

舞台を拡げるなら、トラブルや事件、不正も多様化し、対応するた

めには、費用のみならず、働く皆さんの時間や気運も大きく影響を

受けますから、予防や管理の仕組みをしっかり作っておく。皆さん

がいきいきとプレーできる、力を発揮することに集中できるよう、

コンプライアンスやリスク管理だけでなく、人的資本経営なども

そうですが、土台をしっかり作っておくという使命が取締役会に

はあると思います。健全で豊かな土壌の上に木は育つというよう

なイメージです。

佐々木　私たちも、頭でわかっていても実際の動きが鈍くなって

いないかという懸念はあって、例えば人権デュー・ディリジェン
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スについて、取締役会で武井さんから早い時点でアドバイスをい

ただき、今作業を進めていますが、そういう意識の切り替えにつな

がる議論が出来たことは非常に良かったと思っています。さらに

事業全体についてうかがいますと、当社はこれまで「テレビをしっ

かりやっていこう」という、いわば職人であることが美しいと言っ

てきたのを、VISION2030、中期経営計画2023あたりから、もっ

と幅広く拡張していこうとしています。武井さんがご覧になって

いかがでしょうか？そうした動きに欠けたところ、死角はありま

せんか？率直にここはダメ、と言っていただいても。

武井　当社にはまず企業理念があってVISIONがあって中計があ

るという、その一貫性はとてもいいと思っています。取締役会での

個別の案件の議論でも「これはVISIONに照らしてどこにいるん

だっけ」という位置確認がきちんとされています。一方で数字の連

続性ですね。VISIONで掲げている数字があって、中計2023の到

達点と中計2026で計画する数字、これらをしっかりつなげてい

くことが大事であると思います。もちろん、各事業は、今後、強み

を活かしてピボットしていくと思いますが。

世界に出て行くため「本社がすべきこと」は
佐々木　グローバルビジネス元年と宣言したのは、これまで日本

で作ったコンテンツをこつこつ世界に売ってきたのを、これから

はもっと手広くやりましょう、最初から海外でのヒットを狙いま

しょうと挑戦を始めたわけです。国際法務をご専門とされてきた

武井さんから注意しなければいけないこと、大切なことについて

アドバイスいただけますか？

武井　当社がこれまでと違うフェイズに行こうとしている、その

挑戦に私もわくわくしているんですけれども、「この船は次はどこ

に行こうとしているの？」ということはよく考えます。具体的に

世界のどのような視聴者をターゲットとしていくのか、そこにど

うアプローチするのかといった絞り込みを、海外子会社やグロー

バルビジネス局で議論するものだと思いますが、中計2026で掲

げた「海外売上げ5％」の目標を達成するためにはこの絞り込みが

重要と思っています。そして海外での仕事ですと、例えば著作権な

ど様々な権利の確保・保護を適用法令に従って行う必要がありま

す。各国のルールも理解し、自分たちも動きやすくする仕組みを早

めに作って、従業員の方々が「ここをしっかり押さえておけば大丈

夫」という当社としての行動規範やルールを持つようにすること

が大事です。

佐々木　クリエイティブと財務と法務、それぞれに大切なんだと

思っています。ここまで、クリエイティブと財務には神経が行き届

いているつもりですが、国際法務面ではまだまだすべきことがあ

る、足りないところがあるという自覚がありましたが、やはりそう

ですね。市場については、アメリカに行きたいと思っています。一

口にアメリカと言っても広くて、どの層をターゲットにするかを

今後もっと絞り込む必要があります。韓国について言いますと「韓

国を通じてアメリカに行きたい」という思いです。これまでも当社

のドラマはアジアで評価いただいてきましたのである程度の自信

はあるのですが、ではアメリカ、さらにアメリカのどこを目指すの

か、しっかり見極めていかないといけないですね。

武井　私は世界でエンタテインメントを展開する会社の一員でし

たが、実は個人的には衣食住と違い「エンタメはひょっとして世

の中になくても困らないものなのかな」と思っていた時期もあっ

たんです。でも子ども達が育つ過程を見ながら、また新型コロナの

際にも、エンタテインメントが人間にとってどれだけ大切かを痛

感しまして。人が笑って、涙して、歌ってというのが、なんて大事

なことなんだと再認識しました。

佐々木　その世界的エンタテインメント企業での仕事の経験から、

グループ・ガバナンス面でのベーシックな、大切なものとは何だと

お考えでしょうか？

武井　エンタテインメントという意味では、現場の創造性や表現

の自由を尊重して、そこには口を出さないことではないでしょう

か。表現の自由、言論の自由、倫理、これらを尊重しない会社や人
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間集団は相手にされません。グループガバナンスという意味では、

権限委譲です。何を本社が決め、何を現場に任せるのか。ここまで

は本社が決めますよ、あるいはグループ全体のルールに従っても

らいますよ、あとはのびのび自由にやれますよ、という風に二つの

力の両立を意識することが大事だと思っています。その上で本社

は海外事業であっても目を離さず、コミュニケーションを積み重

ねることで人と人との絆を維持することが大切であると思います。

佐々木　なるほど、私が社内に対して常々言っているのは「突出し

た個性が出てきたら組織の方がその個性に合わせろ」ということ

ですが、そういう遠心力を伸ばす一方で求心力も保ってバランス

させるということですね。

武井　そのためには、当社のコーポレート機能は二線（＝リスク・

コンプライアンス管理を担当する部門）だけでなくもう少し強く

作用していく局面が始まっているのではないでしょうか。今は一

部のコーポレート機能は分散して子会社にあり、機能しています。

事業を多角化しようとしている中、求心力を保ってバランスさせ

るためには、本社は小さいなりにも強いコーポレート機能を一元

的に持つ必要が出てくると思います。

佐々木　武井さんは前職では、文字通り世界を飛び回っていらっ

しゃいましたね。世界中のソニーのコンプライアンスを一手に引

き受けていらっしゃるということにびっくりしました。

武井　本社の強いコーポレート機能は必要ですが、本社からす

べてをハンズオンでやることはできませんので、現場の人達との

チームワークを大事にしていました。頻繁にコミュニケーション

を取ることを心掛けていましたし、会いに行くこともその一つで、

あとは「ちょっと電話で話そうか」という感じで私はやっていまし

た。

佐々木　そうしたコミュニケーションを自分が取ってきたかとい

うと、大いに反省するところがあります…。さて当社は今、様々な

事業ポートフォリオの変革をしていますが、その“スピード感”に

ついてはいかがですか？以前は熟慮を重ねて準備して、いざ始め

てみたら遅かった、という例もあって、今は「とりあえずやって

みる」ということで、NEWS DIGなんかはそういうスピード感で

やってうまくいったかなという実感はあるんですが。

武井　スピード感についてはケースバイケースというところで

しょうか。時に「遅いな」と思うこともありますが、スピーディー

に進めておられるなと感じることももちろんありますので。ト

ランスフォーメーションと挑戦を先導し、かつ後押しする役割は

重要だと思います。取締役会はスピード感をもって進んで行きた

いですね。

佐々木　新しいことを始めようとするとき、やはり担当者は失敗

したくないので拙速を嫌いますよね。それで色々なことが遅くな

る。私のような立場の者としては、「失敗も許容する、挑戦するこ

との方が大事だ」と呼びかけることはこれまで以上に必要だと感

じています。そうしてスピード重視でやったことの成功体験を積

みたいですね。例えばスタジオドラゴンとの協業でも、最初は「と

にかく握手してきます」だったんです。その「早めの握手」が功を

奏した。そうしたことを糧に出来ればと思います。新しいことにス

ピード感をもって、しかも担当者が安心感をもって挑戦出来るよ

うにするには、どのようなガバナンスを構築すれば良いか、今後と

もアドバイスをいただければと思います。今回は有り難うござい

ました。

武井　こうした機会で議論が出来たこと、良かったと思います。有

り難うございました。

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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　当社は、上場企業として市場経済の発展に寄与すべき責務を負う

と同時に、有限希少の電波を預かる放送事業者を傘下に持つ認定

放送持株会社として、高い公共的使命を与えられている企業です。

グループ経営の効率性を向上させ企業価値を最大化していくと同

時に、認定放送持株会社としての社会的責任を果たしていくことを、

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としています。

　当社は、取締役会、監査役会によるガバナンス体制を採用してい

ます。当社の取締役会は原則として月1回開催され、会社の重要な

業務執行の決定と重要事項の報告が行われています。また、社長の

意思決定および業務執行のための諮問機関として常勤役員会を置

いており、グループ経営を含む経営管理全般の執行方針等について

協議を行っています。現在、常勤役員会は、常勤取締役および執行

役員によって構成し、原則週１回開催しております。さらに、常勤役

員会には、専門の審議のために、予算や投融資等に関する各部会を

設置しています。

会社の機関の内容

株主総会

指名諮問委員会

社長 内部監査局

会
計
監
査
人

常勤役員会

グループ執行役員会

グループ企業行動委員会

グループ総合リスク管理委員会

取締役会

報酬諮問委員会

監査役会

報告

報告

報告

報告 監督

報告
報告

指示命令

監
督

監
督

通
報

報
告

内
部
統
制

整
備
推
進

選
任 報

告

連
携

業
務
監
査
・
会
計
監
査

内
部
監
査
・
内
部
統
制
評
価

報
告

指
示
命
令

調
査

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

報告

報告

報告

選任・解任

選任・監督

選任・解任 選任・解任

諮問 諮問答申 答申

連携

連携

職務執行監査

内部統制監査

会計監査

TBS ホットライン

当社およびグループ会社の業務執行部門

取締役会の構成

社外役員の割合

60%監査役会の構成

コーポレート・ガバナンス体制（ 2024 年 7 月 1 日 ）

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

40%

世界に愛される
オリジナル・コンテンツ
を生みだす

メディアとしての
「社会的使命」を果たす

テクノロジー開発・活用
で仕事を変革する

命息づく地球に
「最高の“時”」 を

すべての働く仲間に
「最高の“時”」を

責任企業として
ガバナンスを強化する
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→p.87

監 6 4 2 1 53 監

番号 氏 名 現在の当社に
おける地位 取締役会出席状況 指名諮問

委員会
報酬諮問

委員会 企業経営 財務会計 サステナ
ビリティ

法務
コンプライアンス

人材
マネジメント

競争戦略 成長戦略「EDGE」
メディア・コンテンツ デジタル領域 グローバル領域 エクスペリエンス領域

1 佐々木 卓 取締役会長 100％ 〇 〇 〇
2 阿部 龍二郎 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
3 龍宝 正峰 代表取締役副社長 〇 〇 〇 〇 〇
4 菅井 龍夫 取締役副社長 85％ 〇 〇 〇 〇 〇
5 玄馬 康志 常務取締役 〇 〇 〇 〇 〇
6 井田 重利 常務取締役 〇 〇 〇 〇
7 柏木 斉 社外取締役 100％ ◎ ◎ 〇 〇 〇 〇
8 八木 洋介 社外取締役 100％ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
9 春田 真 社外取締役 100％ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
10 武井 奈津子 社外取締役 100％ 〇 〇 〇 〇 〇

独立

独立

独立

独立

社外

社外

社外

社外

9 87 10

監＝監査役

監 監 監

　当社取締役会に必要なスキルセットおよび各取締役のスキルは、

次の通りです。　

　当社では、「TBSグループ VISION2030」を策定し、メディアグ

ループからコンテンツグループへの変革を進めています。同計画で

掲げた放送の価値向上、成

長 戦 略「EDGE」の 遂 行、

マテリアリティ（重要課題）

の解決、サステナビリティ

経営による企業価値の向上

など、その実現に必要なス

キル区分となっています。

取締役会のスキル・マトリックス

◎は議長

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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佐々木 卓 阿部 龍二郎 龍宝 正峰 菅井 龍夫 玄馬 康志
取締役会長 代表取締役社長

CEO
代表取締役副社長 取締役副社長

CGO
常務取締役
CFO

兼職
中部日本放送㈱ 社外取締役

 ㈱TBSテレビ 代表取締役社長 ㈱THE SEVEN 代表取締役社長
㈱U-NEXT 取締役

㈱スタイリングライフ・ホールディングス 取締役

就任時期 2015年6月 2024年6月 2024年6月 2015年6月 2024年6月

所有株式数 67,607株 17,320株 20,756株 42,729株 17,838株

井田 重利 柏木 斉 八木 洋介 春田 真 武井 奈津子
常務取締役
CSO

独立社外取締役 独立社外取締役 独立社外取締役 独立社外取締役

兼職

 ㈱松屋 社外取締役
 キユーピー㈱ 社外取締役

㈱people first  代表取締役
 ㈱ICMG 取締役
 ㈱IWNC 取締役会長
 GEヘルスケア・ジャパン㈱ 監査役

 ㈱ベータカタリスト 代表取締役CEO
㈱エクサウィザーズ 代表取締役社長
パナソニック㈱ 取締役

 学校法人ソニー学園 理事
日本電信電話㈱ 社外取締役
東京地下鉄㈱ 社外取締役

就任時期 2024年6月 2018年6月 2020年6月 2020年6月 2023年6月

所有株式数 8,064株 0株 0株 0株 0株

新任新任

新任

新任

役員一覧（2024年6月27日）

取締役

トップメッセージ 中期経営計画2026
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藤原 哲 津久井 直也 藤本 美枝
常勤監査役 常勤監査役 社外監査役

兼職

TMI総合法律事務所 パートナー弁護士
㈱荏原製作所 社外取締役
エレマテック㈱ 社外取締役

大島 眞彦 小粥 純子
社外監査役 社外監査役

兼職

トヨタ自動車㈱ 社外取締役
アレス・マネジメント・アジア・ジャパン㈱ 会長

小粥純子公認会計士事務所 公認会計士
竹内絢子税理士事務所 税理士
日本調理機㈱ 社外取締役
㈱日新 社外取締役

執行役員監査役
執行役員

奥田 晋  竹内 明 中谷 弥生 新任

瀬戸口 克陽 新任 横井 仁 吉田 裕二

青木 ゆかり

グループ上席執行役員 特任執行役員

園田 憲 伊佐野 英樹 徳井 邦夫 井上 波 新任

グループ執行役員

林 慎太郎　　　   安田 淳

重宗 宏彦 新任 　　石丸 彰彦 新任

新任

新任

新任

新任

役員一覧（2024年6月27日 ）

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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取締役会の監督機能の強化に向けた取り組み
当社は、意思決定の「迅速化・透明性・公正性の確保」を図るために、
2020年6月に取締役会の員数を17名から9名に変更し、取締役会に
おける独立社外取締役の構成比率は３分の１以上となっております。さ
らに、2023年6月には、監督機能をさらに強化するため、社外取締役
を1名増員し、10名の体制としています。
　また、指名・報酬諮問委員会では、従来より社外取締役が議長を務
めていることに加え、2021年1月、社外取締役を半数とする体制に、
2023年6月には、社外取締役を過半数とする体制に変更・強化しまし
た。
　今後も監督機能と執行機能の役割を明確にすることで、当社のコーポ
レート・ガバナンスの実効性を高めていきます。

指名諮問委員会
　当社は、取締役の選解任、代表取締役社長の選定・解職を審議する指名諮問委
員会を設置しています。委員会の構成は、社外取締役を過半数とし、かつ議長を社
外取締役が務めることで、委員会としての独立性・客観性を担保しております。
　同委員会では、代表取締役社長の後継者計画および後継者候補の育成の状況に
ついて議論し、その結果を適切な範囲内で取締役会に答申しています。　

　2023年度の開催回数は5回です。

グループ執行役員制度
　グループ会社に対して経営戦略を機動的に実行し、業務執行の実効性を向上さ
せることを目的に、「グループ執行役員」制度を導入しています。2023年度は、グ
ループ会社5社の社長および代表取締役が就任しました。
　「グループ執行役員会」はTBSホールディングス取締役、グループを担当する執行
役員とグループ執行役員をメンバーとし、TBSホールディングス社長の業務執行を補
完するため、各社間の連絡・協議機関として、原則として毎月開催しています。なお、
この会議体は、コーポレート・ガバナンス体制の一部として組み込まれています。

取締役会の多様性について
　社外取締役4名は、いずれも事業会社での「企業経営」や部門責任者
としての経験を有し、「財務会計」や「組織人事」、「法務・コンプライアン
ス」の分野に秀で、豊富な経験・知識を持った人物とすることで、多様性・
多面性を確保しています。
　また、2024年6月には、女性取締役1名、女性執行役員3名を選任し、
ジェンダーや職歴、年齢等を含む、一層の多様性を有する体制の推進へ努
めていきます。なお、当社においては、放送法の定めにより、外国人を取締
役とすることはできません。

報酬諮問委員会
　当社は、取締役報酬体系および水準を審議する報酬諮問委員会を設置していま
す。委員会の構成は、社外取締役を過半数とし、かつ議長を社外取締役が務めるこ
とで、委員会としての独立性・客観性を担保しております。
　同委員会では、取締役会で定めた方針を踏まえ、取締役報酬体系および水準を
審議し、取締役会に答申しています。

　2023年度の開催回数は３回です。

• 株主総会に提案する取締役候補者と総会後の取締役会で選任する執行役員候補者

• 取締役会に必要なスキルセットと各取締役候補者のスキル

• 代表取締役社長の後継者計画の進捗状況

• ボードサクセッションの検討状況

•  前事業年度の業績（連結営業利益）を踏まえた取締役の業績

連動評価報酬の評定

• 各取締役の定性評価報酬の評定

• 取締役会に提出する取締役の報酬総額（基礎報酬・業績連動報酬・株式報酬）

• 株式報酬の制度設計の見直し

役　割：�適正かつ効率的な事業遂行を達成するとともに、企業集団としての企業価値の
維持・増大を図る

構成員：当社および当グループの取締役ならびに外部委員
所　管：�1. 内部統制体制の整備・評価。改善に関すること 

2. 企業倫理の確立に関すること 
3. リスクの管理および適正で効率的な業務の推進に関すること 
4. 情報開示体制に関すること 
5. 当社グループ各社の取締役会の諮問に関すること

主な審議内容 主な審議内容 TBS グループ企業行動委員会

取締役会の具体的な検討内容

経営
戦略

• 中計2026策定に向けた審議およびEDGE戦略の推進
• 赤坂エンタテインメント・シティ計画
• 事業会社への投資、資本業務提携
• グループ会社のVISION2030の取り組み状況
• 予算編成方針および予算の策定
• 資本コストを踏まえた政策保有株式の検証・売却
• 自己株式の取得および消却
• 「企業買収における行動指針」公表後の当社株式にかかる買収提案への対応方針

ガバナ
ンス

• グループ総合リスク管理状況
• 内部通報制度の運用状況
• 取締役会実効性評価
• 機関投資家等との対話状況（エンゲージメント）
• サステナビリティ委員会報告（TCFD、人権デュー・ディリジェンス等）
• コーポレートガバナンス・コードの実施状況
• サイバーセキュリティの取り組み状況
• 年度決算・四半期決算、計算書類等の承認

取締役会の監督機能強化

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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　より客観的な視点を得るべく、2020年度より第三者機関の支援のも

と、取締役会の実効性評価を実施しております。2023年度は、「TBSグ

ループ VISION2030」（VISION2030）や「TBSグループ 中期経営計画 

2023」（中期経営計画2023）の進捗・達成状況の取締役会による監督

についての検証、レビューとしての意味も含めて、各取締役・監査役への

アンケートを実施し、第三者

機関の報告書をもとに取締

役会にお いて議論し、実効

性について評価を実施しま

した。

実効性評価の方法（ 自己評価 ）

取締役会での議論・評価

第三者機関の支援のもとに実施

各取締役・監査役へのアンケート（・個別インタビュー）

第三者機関によるレポート

2023年度評価の概要
1.  取締役会の規模・構成

取締役会の多様性が高まり、取締役会の議論の質も高まったとの認識であ

り、概ね適切であるとされている。

2.  取締役会の運営

取締役会議長の適切な議事進行のもと、取締役、監査役それぞれが忌憚な

い意見を発し、適切な意思決定が行われている。

最も重要な経営課題はVISION2030の実現であり、第2フェイズとなる

「TBSグループ 中期経営計画2026」（ 中期経営計画 2026 ）の策定に向

けて、成長戦略や資本政策等を含めた活発な議論に加えて、有効な監督が

できていると認識されている。

3.  指名諮問委員会・報酬諮問委員会の状況

指名諮問委員会・報酬諮問委員会の規模や構成については、社外取締役

比率が過半数となったことで、より議論の透明性・客観性が確保され、両

諮問委員会と取締役会とのコミュニケーションも行われていると考えられて

いる。

4.  投資家・株主との関係

資本市場の声は適切に取締役会に報告され、その内容が取締役会の議論

に生かされている一方、成長戦略や、株主還元策を含む資本政策について

は、資本市場との対話を継続して理解を求めていく。

経営課題 取締役会の役割・運営 取締役会の構成 指名・報酬諮問委員会 社外取締役に対する支援体制

前回
（ 2022 年度 ）

評価による
取り組み

• �中期経営計画2026の策定に向けて資本コストを分析し、KPIを検討
• �政策保有株式の検証を行い、保有意義の薄れた株式や成長戦略の原資となる株式を売却
• �中期経営計画2026の内容となる「人的資本経営」について、サステナビリティ委員会人的資本ＷＧが中心となっ

て検討した内容を取締役会で審議
• �IR説明会やSR面談等の実施内容を定期的に取締役会に報告し共有

• �中期経営計画2023の実現のため、複数の戦略的投資を決定・実施
• �中期経営計画2026策定に向けて、事業ポートフォリオ拡充に向けた審

議を複数回実施
• �グループのリスク管理状況は、定期的に取締役会で審議し、グループ

会社のVISION2030の進捗状況を取締役会で確認

• �女性の社外取締役が就任したことで、取締
役会のダイバーシティが高まり、取締役会
の議論の質も高まった

• �社外監査役のサクセッションにつ
いては、指名諮問委員会で審議

• �諮問委員会の審議の概要は、取
締役会に報告し共有

• �社外役員懇談会を複数回実施
• �コンテンツ制作の主要な設備で

ある緑山スタジオ・シティで取締
役会を開催

今回
（ 2023 年度 ）

評価による
課題

• �VISION2030の実現に向けて、成長投資を積極的に行っているが、資本効率や資本コストについての議論は、十
分とはいえない

• �人的資本・人材戦略について、取締役会でモニタリングを実施しているが、本質的な審議には至っていない
• �IR説明会の実施や機関投資家との対話など多くの機会を設けているが、成長戦略や資本政策の具体的な説明で、

投資家の理解をさらに得られるようにすることが必要

• �取締役会によるグループ会社のモニタリングは中・長期的な課題の解
決に向けた継続的な議論が必要で、子会社への権限分配・責任範囲
は、わかりづらい点がある

• �グループリスク管理の観点から、取締役会への報告は行われているが、
適時性や十分な検証には課題がある

• �取締役会の構成は概ね適切となり、議論の
質も高まってきているとの評価が多くなり、
さらなる多様性と質の向上を図る

• �議案の説明時間が長く、実質的な議論の時
間が制約されることがある

• �諮問委員会としての議論は活発
に行われているので、十分な情
報提供と、議論の深化が必要

• �社外役員の当社グループの経営
や事業に関する理解を深める機
会は有効である一方、社外役員
間で情報共有や意見交換をする
機会は提供できていない

今後の
取り組み方針

• �VISION2030や中期経営計画2026に基づき、資本コストの改善や、成長投資などEDGE戦略の進捗状況の確
認、監督を強化

• �中期経営計画2026の策定により、取締役会では、サステナビリティ、とりわけ人的資本にフォーカスした戦略的
な議論、進捗の監督を行う

• �EDGE戦略で掲げるコンテンツグループとなるための成長戦略とそれを支える資本政策・財務戦略をあわせて定
量的で持続的な企業価値向上策として投資家・株主に説明

• �定期的なグループモニタリングを実施し、TBSテレビを含むグループ会
社の機動的な意思決定との峻別・明確化、ポートフォリオのあり方等議
論を行う

• �グループリスクの監督、特に人権デュー・ディリジェンスや内部通報制
度の検証などを適切に実施する

• �社内役員の多様性や社外役員の構成比率
の向上、テクノロジーやサステナビリティ
等の議論の深化を図るためのスキルセット
の検討

• �資料の高度化、効果的な事前説明と取締
役会当日の効率的な説明により、議案の審
議時間を十分に確保する

• �諮問委員会での十分な情報提供
と新たなサクセッションや報酬制
度の見直しの審議を行い、取締
役会への審議内容の定期的な報
告による情報共有の継続

• �取締役会のチームビルディングを
さらに強化するため、社外役員へ
のグループ事業に関する理解を
深める会合等を定期的に実施し、
社外役員間で意見交換等ができ
る機会を検討する

前回評価を踏まえた取り組み状況と今回評価を踏まえた課題と取り組み方針

取締役会の実効性評価
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役員報酬

　当社では、2014年6月27日の株主総会の決議により、取締役

全員および監査役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度額を年額

9億円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな

い）、年額1億円以内と決定しています。

　2019年6月27日の株主総会では譲渡制限付株式制度を導入

し、社外取締役を除く取締役については、上記金額のうち譲渡制限

付株式の付与のための報酬総額の最高限度額を年額1億8,000万

円以内と決定しています。

　取締役報酬は、取締役会の諮問機関である「報酬諮問委員会」の

答申に基づき基本方針を定めています。取締役の報酬体系、水準お

よび構成等は、取締役会の諮問により「報酬の基本方針」をふまえて

「報酬諮問委員会」が審議し、その答申に基づき決定しています。

　取締役報酬は、「基礎報酬」「株式報酬」および「業績連動報酬」

により構成します。なお、業務執行から独立した立場である社外取

締役は「基礎報酬」のみとします。監査役の報酬額は、年額報酬総

額の限度内で監査役の協議により決定します。

取締役の報酬等は、役位や役割ごとに標準となる報酬額が定め

られていますが、標準を100％とした場合、構成の比率は、月例報

酬としての「基礎報酬」が50％、長期インセンティブ報酬としての

「株式報酬」が20％、年次インセンティブ報酬としての「業績連動

評価報酬」が20％、「定性評価報酬」が10％となります。（取締役会

長の報酬は、「基礎報酬」50％、「株式報酬」30％、「業績連動評価報

酬』20％で構成されます）

業績連動評価報酬は、前年度期末決算短信で公表した業績予想

「連結営業利益」に対する実績値の比率によって、達成率100％を

■ 基礎報酬　　■ 株式報酬　　■ 業績連動評価報酬　　■ 定性評価報酬

役員報酬に関わる方針と手続き

• �  「企業価値向上」「公共使命の完遂」を実現するための優秀な人
材を確保・維持し、安定した経営の基盤となる報酬であること

• �「株主の視点」を重視し、株主様との価値共有を進める報酬制
度であること

• �「報酬諮問委員会」における審議による客観的で透明性の高い
決定プロセスであること

役員報酬等の基本方針

取締役報酬の構成
項目 支給形式 概要

基礎報酬 固定・金銭
月例報酬（ 毎月支給 ）

取締役ごとに役位、担当する戦略部門、経営環境の変化などを勘案して決定

株式報酬 変動・株式
長期インセンティブ報酬

中長期の株主価値の向上を動機づけ、株主様と価値を共有することを目的に譲渡制限付株式報酬（RS）を毎年交付

業績連動報酬 変動・金銭
年次インセンティブ報酬

単年度の業績達成を動機づけることを目的に、（i）連結営業利益の数値目標に対する達成度、および（ii）各取締役

が責任を有する戦略部門の達成状況を定性評価

標準とした場合、８段階ある0％～ 200％で支給率を決定します。

定性評価報酬は、各取締役の役割に応じて定められた定性的な目

標に対する達成状況に応じて、目標達成100％を標準とした場合、7

段階ある0％～ 200％で支給率を決定します。

年次インセンティブ報酬としての「業績連動評価報酬」、「定性評

価報酬」の評価によって、取締役個人の報酬は、標準を100％とし

た場合、総額が70％～ 130％の範囲で変動します。

社外取締役の報酬は、基礎報酬のみとなります。

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

100％

50％ 20％ 20％取締役

社外取締役

10％
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政策保有株式・買収防衛策

　当社グループの株主共同の利益を最大化していくためには、企

業価値向上に努めるとともに、認定放送持株会社としての高い公

共的使命を果たすことが必要と認識しています。これらの観点か

ら、協力関係、取引、業務提携などを総合的に勘案し、経営戦略の

一環として必要と判断する企業の株式を保有します。

　直近事業年度末の状況に照らし、保有の意義が認められないと

判断した政策保有株式については売却していきます。毎年、取締

役会で個別の政策保有株式について、保有目的・関係性の状況、経

済合理性等を総合的に勘案し、継続保有の適否を検証しています。

　なお、経済合理性については、保有に伴う便益やリスクを当社

の資本コストを基準に検証します。

　また議決権行使にあたっては、投資先企業の経営方針を尊重し

つつ、中長期的な企業価値の向上に資するか否かという観点から、

議案の内容を精査し、適切に議決権を行使します。ただし、当社の

企業価値を毀損するおそれがあると考えられる場合や、重大な法

令違反がみられる場合などには、議案の趣旨確認等、必要に応じ

て投資先企業と十分な対話を行い、慎重に判断することとします。

　2018年度からの3年間では、政策保有株式719億円分を売却

しました。「TBSグループ 中期経営計画2023」の3年間でさらな

る見直しを行い、約814億円分を売却、「TBSグループ 中期経営

計画2026」期間中の2024年度からの3年間では900億円以上

の株式の売却を計画しています。

　当社は2007年2月28日の取締役会において、「当社株式にか

かる買収提案への対応方針」を整備しました。2007年6月28日

開催の定時株主総会において、対応方針とその継続について、議

決権を行使できる株主の議決権の過半数によるご賛同をもって承

認をいただいています。

　本対応方針については、会社法をはじめとする企業法制、経済

産業省および法務省が発表した政府指針、東京証券取引所が発表

した諸規則に則り、株主の権利内容やその行使、当社株式の市場

への影響について、十分な検討を重ねて整備したものです。当社

は上場企業として、市場経済の発展に寄与すべき責務を負うと同

時に、有限希少の電波を預かる放送局としての公共性、また、報道

機関としての中立性を堅持するための自主性、多様性および独立

性の維持が必要と考えています。

　当社の買収提案への対応方針の重要な特徴として、議決権の

20% 以上に相当する株式取得を企図する買収者グループが本方針

対応を遵守する限り、買収防衛策（買収提案にかかる対応措置）の

実施に先立ち、原則株主総会を開催し、株主に当該措置を実行す

るか否かの判断をゆだねることとしています。これにより、株主

の皆さまに適切なご判断をいただくために十分な情報と時間を確

保することと、当社経営陣が代替案を含め買収者グループの大規

模買付行為等に関する提案等の評価、検討および交渉などを行う

ことを可能とすることを目的としています。

　ただし、取締役会から独立した諮問機関である企業価値評価特

別委員会が買収提案の評価、検討を行ったうえで、買収防衛策の

不発動の勧告を行った場合には、株主総会の開催を待つまでもな

く、当該措置は発動されません。これにより、当社経営陣の保身

のための手段として用いることを防止する策を講じています。

　2021年5月には、10年後を見据えた「TBSグループ VISION 

2030」（「VISION2030」）と、その達成に向けた「TBSグループ  

中期経営計画2023」を策定しました。また、2024年5月には、

VISION2030の第2フェイズとなる「TBSグループ 中期経営計

画2026」を策定し、資本効率の一層の強化を目指して経営に取

り組んでおり、その成果が発揮され、適正な株価が形成されるま

でには一定の時間がかかるものと考えており、その意味で本対応

方針の維持が必要です。

　なお、VISION2030の達成に向けた進捗の確認、経済産業省の

「企業買収における行動指針」や金融商品取引法改正等の外部環

境の変化を踏まえて、取締役会では本対応方針の不断の検証を実

施しています。

　「当社株式にかかる買収提案への対応方針」の内容については、

当社ホームページにおいて公開しています。

政策保有株式 「 当社株式にかかる買収提案への対応方針 」の概要

「 当社株式にかかる買収提案への対応方針 」
（ 会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 ）

https://www.tbsholdings.co.jp/about/governance/pdf/
decision.pdf?20240514
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番組向上への取り組み

TBSでは開局の年（1951年）に独自に定めた「TBS放

送基準」（随時改訂）と「日本民間放送連盟放送基準」を準

用しながら番組向上に努めています。

日本が武力攻撃を受けるなどした場合に警報や避難の指

示･解除の情報伝達を通じて国民を保護することを目的とし

た「TBSテレビ国民保護業務計画」を策定、「反社会的勢力

排除に向けた指針」で番組制作の健全化を図っています。

放送法で設置を義務づけられた「番組審議会」では、

TBSの諮問に応じて答申や意見が述べられ、TBSはこれを

尊重し必要な措置をとっています。

また「視聴者とTBSをつなぐ窓口」として検証番組「TBS

レビュー」を月２回放送（第２・４日曜朝）、TBSおよび放送

全般が抱える問題について幅広く取上げ、検証しています。

コンプライアンス

内部監査の基本的内容　

　社長直属の組織である内部監査局は、取締役会で承認される年

度監査計画に基づいて当社およびグループ各社の対象部門に対し

て内部監査を実施し（定期監査）、当社グループの業務の適正性、

有効性および効率性について評価しています。監査結果は社長に

報告し、改善の指摘を行った事項について対象部門・会社に対し

て進捗状況の確認を行っています（フォローアップ監査）。年度監

査結果は取締役会に報告されます。なお、必要に応じて、臨時監査

も行っています。

　また、内部監査局は、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る

内部統制の評価」を実施しています。

内部監査の実効性の確保

　監査役と内部監査部門である内部監査局は、原則として常勤監

査役と隔週で会合を開催し、内部統制の整備と運用に関する情報

の共有を図っています。社外監査役は、内部監査局から監査の対

象となった案件について監査役会を通して情報を共有していま

す。また、内部監査局は、監査役会に対して、年度監査計画および

実施した内部監査の結果等について定期的に報告しています。

　このように、社長直轄の組織としての活動および取締役会への

報告と、監査役への定期的な報告、情報共有によって、内部統制の

実効性の確保を図っています。

外部の制作会社との番組制作委託取引においては、「番

組制作委託取引に関する自主基準」を定め放送文化を担う

対等な立場のパートナーであることを常に念頭に置き、緊

密な相互の協力関係を維持発展させるとともに、公正性・

透明性が確保された取引を積極的に推進する基本姿勢を

とっています。

日 本 民 間 放 送 連 盟（民 放 連）および 日 本 放 送 協 会

（NHK）が放送事業の公共性と社会的影響の重大性をふ

まえて、正確な放送と放送倫理の向上に寄与することを目

的として発足させた「放送倫理・番組向上機構（BPO）」で

は、言論・表現の自由を確保しつつ、視聴者の基本的人権

を擁護するため、放送への苦情や放送倫理上の問題に対

し、自主的に、独立した第三者の立場から対応しています。

「 TBS 放送基準 」（ 随時改訂 ）　 https://www.tbsholdings.co.jp/tbstv/regulation/regulation.html

「 TBS テレビ国民保護業務計画 」 https://www.tbsholdings.co.jp/tbstv/regulation/protection.html

「 反社会的勢力排除に向けた指針 」 https://www.tbsholdings.co.jp/tbstv/regulation/antisocial.html

検証番組 「 TBS レビュー 」 https://www.tbsholdings.co.jp/tbstv/regulation/tbsreview.html

「 番組制作委託取引に関する自主基準 」 https://www.tbsholdings.co.jp/tbstv/regulation/production.html

内部監査
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心を豊かにするコンテンツ、 
情報、サービスを提供する

～お客様への誓い～

多様な価値観を尊重し、 
希望にあふれる社会の実現に貢献する

～社会への誓い～

自由の気風で 
理念の実現を目指す

～働く仲間への誓い～

TBSグループ行動憲章

2024年2月8日

• 一人ひとりに「 最高 」の時間を

私たちは、常に創造的姿勢で業務に取り組み、時代や地域

を超えて、心を豊かにする、良質で魅力あふれるコンテン

ツ・イベント・商品・サービスを提供していきます。

• 公平・公正・正確な情報発信

私たちは、表現の自由を貫き、公平・公正・正確な情報の

発信に努め、報道機関としての使命を果たします。報道の

編集権は、外部・内部を問わず不当な干渉を排し、報道局

が自主、自律的に判断することを尊重します。

· 視聴者・聴取者・顧客の声を大切に

私たちは、視聴者・聴取者・顧客の皆様の声に真摯に耳を

傾け、より多くの人に価値ある時間を提供するための取り

組みを続けます。

• 人権と多様性の尊重

私たちは、人権を尊び、多様な価値観を重んじ、いかなる

差別・偏見とも決別します。

• 社会貢献と環境保全

私たちは、社会とのつながりや自然との共生を大切に考

え、持続可能な社会と、よりよい地球環境の実現に努め

ます。

• 法令遵守

私たちは、メディア・グループの一員としての高い倫理観

を持ち、法令や社会規範を守り、信義を重んじ、公正・透

明な企業活動を行います。

• 魅力的な「 人材 」の育成

私たちは、豊かな感性を持ち、未来を切り拓く力のある、

魅力ある「人材」を育成します。多様な働き方を認め、常

に未来、世界を見据えて挑戦を続けます。

• 自由闊達な職場づくり

私たちは、互いを認め合い、自由の気風を大切にし、それ

ぞれが創造性を最大限に発揮できる職場をつくります。

• グループの一員として

私たちは、TBSグループの一員としての自覚を持ち、理念

の実現に向けて、働く仲間とともに「最良」のメディア・グ

ループを目指します。

TBSグループ贈収賄・腐敗防止方針
　TBSグループは、従前より「TBSグループ行動憲章」「TBSグループ行動基準」において、事業活動を通じた腐敗行為、贈収賄行為の防止に努めて参りましたが、腐敗が持続可能な社会実現に向けて大きな障害に

なるという認識のもと、2023年3月、一層高い倫理観と厳しい基準で贈収賄を含む腐敗行為を一切許容しない方針を貫くための基本的な遵守事項となる「TBSグループ贈収賄・腐敗防止方針」を定めました。

TBSグループ 贈収賄・腐敗防止方針
https://www.tbs.co.jp/TBS_sustainability/pdf/anti-bribery.pdf
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個人情報管理体制

TBS HD 社長

CPO
（ ＝最高個人情報責任者 ）

対応機関
HD 法務・コンプライアンス統括局

個人情報管理事務局

個人情報管理委員会
委員長：CPO

　　　副委員長：�HD 法務・コンプライアンス統括局長	
総務局長

グループ対応機関
HDグループ経営企画局

グループリスクマネジメント室

TBS HD
各部局管理責任者

TBS テレビ
各部局管理責任者

グループ会社
各社管理責任者

情報セキュリティと個人情報保護

拡張戦略「EDGE」の重要な柱の一つが、多様なデバイスへ

のコンテンツへの配信強化とデジタルコンテンツの開拓による

「デジタル分野 」への拡張です。ユーザーデータを活用した

データドリブンなコンテンツ配信や、デジタルテクノロジーを

活用したコンテンツ制作の進展に伴い、サイバー攻撃や個人

情報漏洩のリスクも増大します。このようなリスクの高まりに

対応するため、TBSは情報セキュリティおよび個人情報管理

体制の強化を進めています。

　サイバー攻撃が高度化・巧妙化するのに伴い、サイバーセキュ

リティは、現代の放送インフラにおいて非常に重要な要素となっ

ています。当社は、通信事業者、放送事業者などの事業者で構成

される一般社団法人ICT-ISACに加盟し、同組織が定めるガイド

ラインに準じて放送設備のサイバーセキュリティ確保に努めてい

ます。

　また、独自の取り組みとして、セキュリティに関する専門組織

TBS CSIRTを立ち上げ、様々なセキュリティ対策を講じています。

　高度情報通信社会の進展によって、個人情報を含むデータの流

通量は国内外問わず増え続けており、企業には厳しい管理が求め

られています。

　TBSグループでは2022年4月、個人情報やこれに関わるデー

タを適切に取り扱うため、HDの担当役員をCPO（Chief Privacy 

Officer：最高個人情報責任者）とし、その下にHD関係部局の局

長らで構成する個人情報管理委員会、そして、常設の実務担当組

織である個人情報管理事務局を設置するなど、強固な内部統制シ

ステムを構築しました。その上で、グループ全体を包括する個人

情報取扱規程を策定し、統一的な基準に基づいて、適切な個人情

報等の管理ができるよう改めました。

　また、2024年7月には、TBSグループにおける個人情報等の取

得・管理・利用について、わかりやすく示したWEBサイト「TBS

プライバシーセンター」を公式サイト内に立ち上げました。

　トップページにはCPOのメッセージを記載した上で、テーマご

とに「パーソナルデータ」「視聴・聴取データとCookie」「TBS ID」

「TBSグループ各社 プライバシーポリシー」「報道・著述目的の個

人情報」「オプトアウト・開示手続き」「パーソナルデータを守る体

制」「ご意見・お問い合わせ」の項目を設け、それぞれの取扱いに

ついて説明しています。

　TBSグループは個人情報等の管理体制を整備し、それをユー

ザーの皆さまに広く示すことによって、信頼にお応えしたいと考

えています。

情報セキュリティ

個人情報保護

TBSプライバシーセンター
https://www.tbs.co.jp/privacy

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報コーポレート・ガバナンス

https://www.tbs.co.jp/privacy
https://www.tbs.co.jp/privacy


95

リスクマネジメント

リスクマネジメント体制について リスクマネジメントの具体的手法 TBSグループ潜在リスク評価区分

事業等のリスク（有価証券報告書記載）

総合リスク管理体制

当社は、グループの内部統制体制を構築・推進するため、社長を

委員長とする「TBSグループ企業行動委員会」を設置し、適正かつ

効率的な事業遂行を達成するとともに、企業集団としての企業価値

の維持・増大を図ることとしています。

リスク管理の具体的手法については、TBSグループ企業行動委員

会が監督する小委員会として設置されている「TBSグループ総合リ

スク管理委員会」が統括し、推進しています。同委員会は、原則とし

て半期に一度、毎年4月と11月に開催し、当該期間中のリスク管理

状況の報告を受けます。

委員会では、TBSホールディングス、およびグループ各社から報

告される個別の潜在リスクを把握するとともに、それらを影響度と

現実化頻度から集計しています。こうした「リスクの見える化」に取

り組むとともに、仮にそのリスクが現実化した場合には、なぜ現実

化したのかを分析し、各部門において再発を防ぐための改善策を整

えることで、リスクのコントロールに努めています。地道にこうした

取り組みを繰り返していくことで、グループ全体がきちんとリスク

に向き合い、お客様やステークホルダー、社会、働く仲間からも信

頼される組織となることを目指しています。

また、株主・ステークホルダーの皆様に向けての開示事項として、

経営成績およびキャッシュフローの状況に重要な影響を与える可能

性があるリスクについて有価証券報告書に記載しています。

（主要項目について、次ページ以降に記載）

リスク管理責任者

リスク管理副責任者

リスク管理担当者

リスク管理責任者

リスク管理副責任者

リスク管理担当者

リスク管理責任者

リスク管理副責任者

リスク管理担当者

TBSグループ
総合リスク管理委員会事務局

（ 法務・コンプライアンス統括局 ）

取締役会

TBS グループ企業行動委員会

TBS グループ総合リスク管理委員会

TBS ホールディングス TBS テレビ TBS グループ

AC AB AA

BC BB BA

CC CB CA

低

影
響
度

現実化頻度

【 影響度 】以下 5 項目を 3 段階で評価

【 現実化頻度 】発生頻度を 3 段階で評価

①企業イメージに対する影響　②人命･身体的損失に対する影響
③会社の損益に対する影響　④業務遂行に対する影響
⑤事業継続に対する影響

A：1年に数回想定される　B：1年に1回程度　C：数年に1回程度

トップメッセージ 中期経営計画 2026
コンテンツ

Timeless Value 創出
非財務資本人権事業別戦略 サステナビリティ コーポレート・ガバナンス 業績・企業情報コーポレート・ガバナンス



96

地上波テレビ広告収入への
依存と国内景気変動について

当社グループ売上の大きな割合を占める地上波テレビ収入は、

広告主である企業の業績やその購買者である消費者心理と強く連

動しています。2023年度は、資源価格の高騰などに起因するコ

ストアップ・企業収益の圧迫や、各国中央銀行の利上げの影響な

どから、地上波テレビ広告への出稿は、全体としては前年度比で

マイナスとなりました。

ロシアのウクライナ侵攻に代表される国際情勢の不安定化、資

源の更なる高騰、各国の金融政策の動向などにより、今後の経済

動向が悪化し、広告市場、なかでも地上波テレビ広告市場が大幅

に縮小した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

メディア間の競争および
コンテンツの獲得について

テレビを中心とした映像・音声の伝送メディアは、従来型の放

送、すなわち地上波、衛星（BS及びCS）、ケーブルテレビに加えて

インターネット上の配信サービスの普及が進展するなど多様化し、

メディア間の競争も本格化しており、更なる可処分時間の奪い合

いが激しくなることが予想されます。また、スポーツコンテンツに

ついては、放送権料が高騰する傾向にあり、優良なコンテンツの獲

得をめぐるメディア間の獲得競争も激化しています。

配信プラットフォームの急速な多様化を受けて、コンテンツ

需要が高まるとともに、コンテンツへの投資速度は早まっていま

す。今後、競争環境が厳しく、事業が計画通りに伸長しない場合

など、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

主なリスクと対応策①

主なリスク（ 有価証券報告書記載 ）

メディア・コンテンツ事業に関するリスク

　広告主である企業は、広告費を固定費（半期を契約期間

とするタイムセールス）から変動費（タイム単発・スポット

セールス）へのシフトを続けていますが、当社は、クライ

アントのニーズにあったセールスを行うべく、従来の「半

期」を契約期間とするセールス手法にとらわれない柔軟

　当社グループでは、民放公式テレビポータル「TVer

（ティーバー）」などを利用した無料動画配信を提供して

います。有料動画配信サービスについては、2023年４月

にPPJと経営統合したU-NEXTとの協業を主軸に展開し

ています。2023年７月にはPPJの運営していたParaviと

U-NEXTはUI/UXも統合され、現在有料会員数で400万

と順調に伸張し、国内勢プラットフォームとして圧倒的な

首位を走っています。2023年度は、海外プラットフォー

ムにおいても存在感を示すため「Netflix」や「Disney+」

へのコンテンツ提供を継続し、無料動画配信・有料動画配

信共に大幅な増収となりました。今後もコンテンツ供給を

促進し、2022年４月にスタートしたリアルタイム配信も

合わせて収益の裾野を持続的に拡げていくとともに、一層

強いコンテンツを生み出し、最適なウインドウコントロー

ルを行うことで利益を最大化してまいります。

なタイムセールスを更に拡大することで、クライアントの

ニーズを取り込んでいます。そのような取り組みもあり、

2023年度はネットタイムセールスのレギュラーベースは

プラス改定となりました。今後も、ネットタイム・スポット

枠の柔軟な運用などを通して、クライアントのニーズに合

わせて売上を最大化する取り組みを継続してまいります。

TBSの対応策

TBSの対応策

トップメッセージ 中期経営計画 2026
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テクノロジー、システム、
セキュリティについて

近年の技術革新のスピードや消費者ニーズの変化はとても速

く、開発・投資した技術やシステムが当初の予想を超えて陳腐化

することにより、計画値以上の再投資が必要になる場合や、投資

額に見合った増収あるいは業務の効率化が見込めない場合には、

固定資産の減損及び減価償却費の増加等、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を与える可能性があります。また、各業務

システムのインターネット接続やクラウド化が進んでいますが、

近年はサイバー攻撃の手口が高度化・巧妙化していることから、

各種システムのセキュリティリスクは年々高まっており、ランサ

ムウェアや最先端の技術による、想定を超えるような新たな脅威

が発覚するリスクがあります。

消費者のライフスタイルの変化と
コスト構造について

ライフスタイル事業については、景気停滞や原材料価格の高騰

などのマクロ経済環境の変化に加え、消費者需要の変化、購買行

動のオンライン化や商業施設の集客力低下、異常気象及び季節性

による需要の偏りといった要因により滞留在庫が発生する可能性

があることなどから、収益機会を逃し当社グループの経営成績や

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。これらに加え、人材

の確保、固定資産の減損、店舗閉鎖損失、為替リスク、法規制、情

報漏洩、自然災害などのリスクを有しております。

人口構造の変化・
レピュテーションリスクについて

知育・教育事業は、全国に展開する様々な教育ブランドの教室

や園を運営しております。長期的な出生率の低下に伴う少子化

は、生徒数確保の競争激化、また、小学校、中学校、高等学校、大

学を始めとする各種学校の学制、休暇時期、年度の変更は各講習・

生徒募集時期のズレが発生、さらに、当社は、国籍、性別、年齢等

において多様な人材確保に努めておりますが、労働人口の減少は

人材の確保が困難となり、競合他社との競争が激化する可能性が

あります。また、食中毒・誤飲・アレルギーなどの事故、従業員に

よる不正・不祥事などが発生することで、企業の信頼性・イメー

ジが低下し、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

主なリスク（ 有価証券報告書記載 ）

　2023年度、SASE（Secure Access Service Edge）とい

うネットワークセキュリティモデルの考え方に基づき、ゼ

ロトラスト基盤を導入しました。情報の場所や働き方に囚

われず、全ての通信を検査し、安全なリモートアクセスが

可能となっています。

　専門のセキュリティ対応チーム（TBS-CSIRT）を強化し、

様々なセキュリティ対策を講じています。専門的な知見を

持つ人材をキャリア採用し、セキュリティ担当者を増員す

るなど、体制の強化も行なっております。内閣サイバーセ

キュリティセンター（NISC）主催の分野横断演習にも参加

し、有事の際の情報連携方法や体制など、様々な課題を発

見し、改善を実施しております。

ライフスタイル事業に関するリスク

TBSの対応策

主なリスクと対応策②
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賃貸等不動産市況について
当社グループは港区赤坂を中心に不動産開発を行い、賃貸等不

動産を保有しております。新型コロナウイルスの影響は緩和され

ましたが、一定の割合で定着したテレワークなどの勤務形態や、都

心部でのオフィスビルディング新築物件の増加によって、オフィ

ステナント需要の変化が続く見込みです。加えて、不動産開発関連

工事においては、資材調達費や人件費の高騰が長期化、また既存

不動産ビル運営における燃料費等の上昇により、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

人材の確保について
コンテンツ業界を取り巻く環境は急速に変化し続けており、支

配的なプラットフォームはグローバルに刻々移り変わるほか、

コンテンツの受け手の嗜好も多様化しています。こうした状況の

もと、クリエイターは言うに及ばず、DXビジネスのスペシャリス

トなど、グループの今後の成長に必須である人材の獲得競争は激

しさを増しています。また、当社グループから優秀な人材、蓄積

されたスキルやノウハウが流出してしまう懸念も高まっており、

更なる競争の激化に直面した場合、当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

気候変動・災害等の影響について
放送事業者は放送法により、災害が発生した場合またはそのお

それがある場合には、その発生の予防または被害軽減のための放

送を行うことが義務付けられております。気候変動の影響が懸念

される大規模な災害等が発生した場合には、緊急に報道特別番組

を放送することにより、CM放送の休止などにより収入が減少す

ることがあります。それ以外にも、自然災害や大規模災害等が発

生した場合には、広告収入の中長期的な減少、放送設備等の被災

による影響などにより十分な収入が得られず、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

主なリスク（ 有価証券報告書記載 ）

　2023年度、不動産事業関連の組織を「赤坂エンタテ

インメント・シティ事業局」に統合しました。不動産につい

て、従来のように大手デベロッパーに任せて最終的な管理

のみをするのではなく、メディア・エンタテインメント企

業として赤坂を一体的に開発し、世界中の人々にとって赤

坂の「街」に来訪すること自体が目的となるような、街づく

りを継続的に推進しています。

　2022年度、人的資本経営について理念や戦略などを新

たに定め、大きな柱となる「人材育成方針」の戦略として

「社会に貢献するオリジナルIP開発とクリエイティブ強化

を担う人材ポートフォリオ形成」「EDGE戦略を支えるため

のビジネス系人材ポートフォリオ形成」などを掲げました。

また、「社内環境整備方針」の戦略も策定し、スキルアップ

支援や多様な働き方の推進などを通じて、人材の定着率を

高めることを目指しています。

　当社はTCFDの提言に賛同、2022年8月、初めてとなる

報告書『TCFD提言に沿った情報開示2022』を公表し、気

候変動が事業に与えるリスク・機会の両面について1.5℃ /

４℃の２つのシナリオで分析し、その結果をまとめました。

災害報道の充実はコストを伴う一方で、社会からの要請に

十全に答えることで企業価値を向上させると考え、あらゆ

るデバイスで命と暮らしを守るための情報を提供すること

を進めています。

不動産・その他事業に関するリスク

TBSの対応策

TBSの対応策 TBSの対応策

主なリスクと対応策③
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株主・投資家との対話

IR活動実績 SR活動実績
投資家の皆様との建設的な対話に積極的に取り組み、対話で得

られた貴重なご意見を経営にフィードバックすることで、さらな

る企業価値の向上につなげています。

IR活動は、広報・IR部が主に対応し、2023年度は、四半期ご

とに証券会社アナリスト・国内・海外の機関投資家と年間約150

回の個別面談を行いました。面談では、決算や業績見通しのほか、

「TBSグループ VISION2030」や「TBSグループ 中期経営計画

2023」の進捗状況、資本政策や財務戦略などについて対話を行い

ました。

決算説明では、定性的な説明を強化しつつ、配信事業や事業部

門の開示形式を改善するなど、わかりやすい内容となるよう努め

ております。

面談や開示物等に対するフィードバックをいただくことによ

り、投資家の皆様のご意見を踏まえたタイムリーかつ公平な情報

開示の改善に努めています。

こうした取り組みの結果、「2023年度 証券アナリストによ

るディスクロージャー優良企業選定」における「ディスクロー

ジャーの改善が著しい企業」にも選定されました。

また、証券会社アナリスト・機関投資家向けの決算説明会を年

2回開催、代表取締役社長とのスモールミーティングや施設見学

なども実施しました。

2023年度のSR活動は、財務戦略責任者の代表取締役と財務戦

略担当の執行役員が担当し、主にパッシブ運用を行っている国内

機関投資家のESG担当や議決権行使担当アナリスト約20社と面

談を行いました。

テーマは、株主総会における議決権行使結果や政策保有株式

の縮減、買収への対応方針、資本コスト経営、人的資本等につい

て幅広く意見交換を行いました。また、面談後には各投資家への

アンケートを実施し、「当社の説明は充分であるか」、「指摘やア

ドバイスは、経営にフィードバックされているか」、「当社の次期

中期経営計画に何を期待するか」といった設問に丁寧に回答いた

だきました。

そこから得た意見や気づきは、企業価値向上の各種施策に生か

し、「TBSグループ 中期経営計画2026」の策定、実効的な取締役

会の体制整備等に反映いたしました。

2024年度には、新役員体制に移行したため、SR活動における

対話は、CFO（Chief Financial Officer）である取締役、それを補

佐する執行役員が担当しています。

IR・SR活動の内容は、取締役会に適宜報告しており、報告内

容を踏まえて、取締役会では、EDGE戦略で掲げるコンテンツグ

ループとなるための成長戦略とそれを支える資本政策・財務戦略

をあわせた企業価値向上策を審議・検討しています。

2024年２月には「緑山スタジオ・シティ施設見学会」を開催し

ました。証券会社アナリスト・機関投資家の皆様をお招きし、完

成したばかりの「M6スタジオ」内でTHE SEVENの展望を説明し

たり、ドラマのセットやアーカイブセンターなど、TBSグループ

のコンテンツ制作力の源泉を見学していただきました。

また、個人投資家の皆様向けに、WEB配信による会社説明会も行

いました。代表取締役と高柳光希TBSアナウンサーが登壇し、TBS

グループの成長戦略や株主還元などについて、セッション形式で説

明を行いました。

「緑山スタジオ・シティ施設見学会」にて。M6スタジオの様子

個人投資家向けオンライン会社説明会（2024年2月）
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当連結会計年度（2023年４月1日～ 2024年3月31日）にお

けるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の位置づけが5類

感染症に引き下げられ、行動制限の緩和が進んだこと等により、

経済活動は正常化の動きが見られました。一方で、原材料価格の

高騰による物価上昇等により、個人消費の持ち直しには足踏みも

見られ、為替変動や中国経済の先行き不安、中東情勢など、海外景

気の下振れが国内景気を下押しするリスクに注意が必要な状況と

なりました。

このような状況の下、当連結会計年度における当社グループの

連結売上高は、テレビの広告収入で減収となったものの、配信事業

の伸長に加え、やる気スイッチグループの新規連結により3,943

億9百万円（前年比7.1％増）となりました。

売上原価と販売費および一般管理費を合わせた営業費用は、番

組制作費等の増加や、やる気スイッチグループの新規連結により

3,791億3千4百万円（前年比9.2％増）となりました。

この結果、営業利益は151億7千5百万円（前年比27.0％減）

となりました。経常利益は276億5千3百万円（同21.2％減）、親

会社株主に帰属する当期純利益は投資有価証券売却益の増加等に

より381億2千6百万円（同8.4％増）となりました。

■メディア・コンテンツ事業セグメント
メディア・コンテンツ事業セグメントの当連結会計年度の売上

高は2,878億5千4百万円（前年比0.9％増）、営業利益は、39億

2千7百万円（同64.0％減）となりました。

㈱TBSテレビのテレビ部門の当連結会計年度の売上高につきま

しては、放送収入の減収を配信がカバーし、78億3千6百万円増

収の2,011億2千8百万円（前年比4.1％増）となりました。この

経営成績等の概況①

うち、タイム収入はレギュラー番組のセールス好調に加え、「世界

陸上2023 ブダペスト」や「アジア大会 中国・杭州」などの大型

スポーツ単発や、過去最高の売り上げを記録した年末年始特別番

組のセールスが貢献し、815億9千万円（同2.1％増）となりまし

た。スポット収入は、関東地区投下量が推計で前年同期比94.2％

と、前年を大幅に下回る大変厳しい市況により、777億7千7百万

円（同6.3％減）となりました。一方、配信広告収入は、「VIVANT」

や「不適切にもほどがある！」など、話題となったドラマやバラエ

ティがTVerを中心に好調で、82億4千3百万円（同45.4％増）と

なりました。また、有料配信収入は「風雲！たけし城」や「離婚しよ

うよ」等の海外配信収入が貢献し、121億4千6百万円（同36.5％

増）となりました。その他収入は、メディア事業が事業部門から移

管したこと等により、213億7千1百万円（同34.9%増）となりま

した。

表 1  連結損益計算書

連　結 2022 年度 2023 年度 前年差 増減率

売 上 高 368,130 394,309 +26,179 +7.1%

営業利益 20,782 15,175 △5,607 △27.0%

経常利益 35,086 27,653 △7,433 △21.2%

親会社株主に帰属する当期純利益 35,182 38,126 +2,944 +8.4%

（単位 : 百万円）

当期の経営成績の概況
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経営成績等の概況②

㈱TBSテレビの事業部門の当連結会計年度の売上高は、88億9

千3百万円減収の189億2千3百万円（前年比32.0％減）となり

ました。映画は劇場版「TOKYO MER ～走る緊急救命室～」や映画

「わたしの幸せな結婚」、「ラーゲリより愛をこめて」等のヒット作

に恵まれ増収となりました。ライブエンタテインメントでは、TBS

開局70周年記念 舞台「ハリー・ポッターと呪いの子」のロング

ラン上演や、Kバレエ「眠れる森の美女」が好調でしたが、前年の

サッカー「パリ・サン=ジェルマン ジャパンツアー 2022」の反動

を埋めるには至らず減収、アニメは前年大ヒットした映画「五等分

の花嫁」の反動により減収となりました。加えて、第2四半期連結

会計期間よりメディア事業をテレビ部門へ移管したため、部門全

体で減収となりました。

費用面においては、番組制作費等が増加したことに加え、配信収

入に連動して費用が増加しました。この結果、同セグメントにおけ

る営業利益は69億8千3百万円減益となる39億2千7百万円（前

年比64.0％減）となりました。

■ライフスタイル事業セグメント
ライフスタイル事業セグメントの当連結会計年度の売上高は、

899億3百万円（前年比35.4％増）、営業利益は41億7千8百万

円（同36.3％増）の増収増益となりました。

スタイリングライフグループでは、中核の雑貨小売販売事業の

「プラザスタイルカンパニー」は、原価率の上昇や店舗運営のコス

トが増加したものの、化粧品、雑貨等が伸長したことにより、増収

増益となりました。

通信販売事業の㈱ライトアップショッピングクラブは、受注の

減少により、減収減益となりました。

ビューティ &ウェルネス事業は、化粧品の開発・製造・販売を

行っている「BCLカンパニー」の国内・海外販売が引き続き好調で

増収増益となりました。この結果、スタイリングライフグループ全

体で増収増益となりました。

やる気スイッチグループは、個別指導塾事業および幼児教育事

業を展開しており、新規連結によりセグメントの売上高、営業利益

は共に増加となりました。

■不動産・その他事業セグメント
不動産・その他事業セグメントの当連結会計年度の売上高は

165億5千2百万円（前年比0.3％増）、営業利益70億6千6百万

円（同3.9％増）となりました。

賃料収入の増加等により増収増益となりました。

表 2  セグメント別損益計算書

外部売上 営業利益

2022 年度 2023 年度 前年差 増減率 2022 年度 2023 年度 前年差 増減率

メディア・コンテンツ 285,230 287,854 +2,624 +0.9% 10,911 3,927 △6,983 △64.0%

ライフスタイル 66,391 89,903 +23,511 +35.4% 3,064 4,178 +1,113 +36.3%

不動産・その他 16,508 16,552 +43 +0.3% 6,798 7,066 +268 +3.9%

調整額 ― ― ― ― 8 3 △5 ―

連　結 368,130 394,309 +26,179 +7.1% 20,782 15,175 △5,607 △27.0%

（単位 : 百万円）
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当連結会計年度末における資産合計は１兆5,675億４百万円で、

前連結会計年度末に比べて4,996億3千8百万円の増加となりまし

た。現金および預金が㈱やる気スイッチグループホールディングス

株式や㈱U-NEXT株式の取得等により539億３千万円減少した一

方、保有する株式の含み益の増加等により投資有価証券が5,108億

5千2百万円増加したこと等によります。

負債合計は4,175億5千7百万円で、前連結会計年度末に比べて

1,458億７千５百万円の増加となりました。保有する株式の時価の

上昇に伴い繰延税金負債が1,465億7千9百万円増加したこと等に

よります。

純資産合計は1兆1,499億4千7百万円で、前連結会計年度末

に比べて3,537億6千3百万円の増加となりました。親会社株主に

帰属する当期純利益の計上や配当金の支払いにより、利益剰余金が

差し引き307億1千4百万円増加、その他有価証券評価差額金が

3,394億1千9百万円増加したこと等によります。

この結果、自己資本比率は72.6％、1株当たりの純資産は7,038

円78銭となっております。

資産 負債 純資産

財政状態の概況

2023 年 3 月末 2024 年３月末 比較 2023 年 3 月末 2024 年３月末 比較

流動資産 209,058 154,399 △54,658

流動負債 104,059 94,993 △9,066

固定負債 167,621 322,564 +154,942

負債合計 271,681 417,557 +145,875

固定資産 858,807 1,413,105 +554,297

自己資本 780,667 1,137,659 +356,992

非支配株主持分 15,517 12,287 △3,229

純資産合計 796,184 1,149,947 +353,763

資産合計 1,067,865 1,567,504 +499,638 負債純資産合計 1,067,865 1,567,504 +499,638

表 3  連結貸借対照表 （単位 : 百万円）
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キャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金および現金同等物は436億9千8百万円で、前連結会計年度末に比べて538億9千万円減少しました。
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、265億3千5百万円の収

入になりました（前年同期は306億3千2百万円の収入）。主な増

額要因は、税金等調整前当期純利益577億1千9百万円、減価償却

費142億7千7百万円等、一方、主な減額要因は、投資有価証券売

却損益348億5千9百万円、法人税等の支払額192億2千9百万円

等であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、295億5千6百万円の支

出となりました（前年同期は73億4千6百万円の支出）。主な内訳

は、投資有価証券の売却による収入372億3百万円、関係会社株式

の取得による支出271億4千1百万円、連結の範囲の変更を伴う子

会社株式の取得による支出267億7千5百万円等であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、510億1千2百万円の支

出となりました（前年同期は244億9千1百万円の支出）。主な内訳

は、長期借入金の返済による支出203億円、自己株式の取得による

支出117億1千6百万円、子会社の自己株式の取得による支出105

億4千9百万円、配当金の支払額74億1千2百万円等であります。

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー

2022 年度 2023 年度 前年差

営業活動によるキャッシュ・フロー 30,632 26,535 △4,096

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,346 △29,556 △22,210

財務活動によるキャッシュ・フロー △24,491 △51,012 △26,521

現金および現金同等物の増減額 △1,118 △53,890 △52,772

現金および現金同等物の期首残高 98,707 97,589 △1,118

現金および現金同等物の期末残高 97,589 43,698 △53,890

表 4  連結キャッシュフロー計算書
（単位 : 百万円）
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過去10年の財務データ

2015/03 期 2016/03 期 2017/03 期 2018/03 期 2019/03 期 2020/03 期 2021/03 期 2022/03 期 2023/03 期 2024/03 期
会計年度

売上高 347,817 348,539 355,363 361,954 366,353 356,796 325,682 358,269 368,130 394,309 
売上総利益 106,665 107,072 113,296 113,750 115,728 107,008 95,418 114,818 116,419 120,420 
販売費および一般管理費 90,936 89,893 93,417 94,949 97,156 93,904 84,576 94,472 95,636 105,244 
営業利益 15,728 17,179 19,878 18,800 18,572 13,103 10,841 20,346 20,782 15,175 
経常利益 18,915 22,678 26,207 26,923 28,835 21,274 19,233 30,707 35,086 27,653 
親会社株主に帰属する当期純利益 12,811 14,497 16,136 17,182 25,205 30,174 28,072 32,008 35,182 38,126 
営業活動によるキャッシュ・フロー 27,851 32,337 36,485 35,536 35,215 21,406 22,713 -2,853 30,632 26,535 
投資活動によるキャッシュ・フロー -2,326 -8,956 -10,078 -14,028 -21,588 5,962 -8,618 -8,154 -7,346 -29,556 
財務活動によるキャッシュ・フロー -25,242 -5,326 -36,718 -7,730 -24,387 -14,202 16,898 -8,164 -24,491 -51,012 
フリーキャッシュ・フロー 25,525 23,381 26,407 21,508 13,627 27,368 14,095 -11,007 23,286 -3,021 

会計年度末
総資産 653,732 649,970 707,063 821,737 798,481 783,024 1,100,223 1,201,632 1,067,865 1,567,504 

流動資産 131,127 149,478 145,479 155,660 144,192 158,800 190,053 198,692 209,058 154,399 

固定資産 522,604 500,492 561,583 666,076 654,289 624,223 910,170 1,002,939 858,807 1,413,105 
負債 197,613 191,762 189,633 220,786 197,189 191,093 305,338 318,629 271,681 417,557 
流動負債 63,072 95,278 77,231 93,382 80,099 81,021 86,176 75,592 104,059 94,993 
固定負債 134,541 96,483 112,402 127,403 117,090 110,072 219,162 243,037 167,621 322,564 
純資産 456,118 458,208 517,430 600,950 601,291 591,931 794,884 883,002 796,184 1,149,947 
現金および現金同等物 56,728 74,734 67,391 81,129 72,033 85,059 116,061 98,707 97,589 43,698 

主要な経営指標（ ％ ）
売上高増加率 -1.8 0.2 2.0 1.9 1.2 -2.6 -8.7 10.0 2.8 7.1
営業利益増加率 0.2 9.2 15.7 -5.4 -1.2 -29.4 -17.3 87.7 2.1 -27.0
営業利益率 4.5 4.9 5.6 5.2 5.1 3.7 3.3 5.7 5.6 3.8
親会社株主に帰属する当期純利益率 3.7 4.2 4.5 4.7 6.9 8.5 8.6 8.9 9.6 9.7
ROE 3.2 3.3 3.4 3.2 4.3 5.2 4.1 3.9 4.3 4.0 
ROA 3.1 3.5 3.9 3.5 3.6 2.7 2.0 2.8 3.1 2.1 
自己資本比率 66.7 68.3 71.1 71.2 73.2 73.9 71.0 72.3 73.1 72.6 
総資産回転率 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.3 0.3 0.3 
PER 19.2 21.0 21.5 22.9 14.0 8.7 13.2 9.5 9.1 18.8 
配当性向 27.8 30.1 30.3 30.5 22.9 17.2 18.3 19.7 20.1 18.9 

1 株当たりの情報（ 円 ）
1 株当たり年間配当金 22.00 25.00 28.00 30.00 33.00 30.00 30.00 37.00 42.00 44.00 
EPS 79.12 83.12 92.46 98.38 144.31 173.28 164.32 187.35 208.76 232.28 
BPS 2,689.56 2,545.60 2,878.29 3,349.52 3,347.03 3,356.30 4,575.61 5,087.12 4,726.87 7,038.78 

（単位 : 百万円）
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非財務データ

範 囲 単 位 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 備 考

環境 
Environment

　気候変動 Climate Change

GHG 排出量 * SCOPE １ TBSグループ t-CO2 4,645 4,394 3,867 18,010 6,249
SCOPE ２ TBSグループ t-CO2 25,126 24,539 25,355 19,984 12,675
計 TBSグループ t-CO2 29,771 28,933 29,222 37,994 18,924

GHG 排出量 SCOPE １ TBSグループ t-CO2 ー ー ー 18,010 18,544
（ GHG プロトコル基準 ） SCOPE ２ TBSグループ t-CO2 ー ー ー 19,984 12,675

計 TBSグループ t-CO2 ー ー ー 37,994 31,219
エネルギー使用量 ** 電力使用量 TBSグループ GJ 400,855 365,561 385,399 519,265 598,997
水資源使用量 *** 取水量合計 TBSグループ保有施設 ㎥ 368,802 275,709 299,166 324,058 343,404
排水量 排水量合計 TBSグループ保有施設 ㎥ 287,597 203,827 232,918 252,236 253,115

*GHG Protocol基準で算出した後、Scope 1については、グリーン熱証書の活用による自主削減努力を反映しています。2021年度までは、TBSホールディングスおよびTBSテレビを算出範囲としています。2023年度実績の開示に合わせて、2022年度実績を再計算しています。
**2021年度までは、TBSホールディングス、TBSテレビ、およびスタイリングライフ・グループを算出範囲としています。2022年度の数値に誤りがありましたので、2023年度実績の開示に合わせて、訂正致します。
***2019 ～ 2022年度の数値に誤りがありましたので、2023年度実績の開示に合わせて、訂正致します。

範 囲 単 位 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 備 考

社会 
Social

　従業員 Employees

従業員数 TBSグループ 人 6,155 6,134 6,454 6,586 7,992
女性従業員割合 TBSHD＋TBSテレビ ％ 23.0 23.4 24.2
女性管理職比率 TBSHD＋TBSテレビ ％ 14.3 14.3 15.8 ※4月1日付　※全管理職中の女性割合
障碍者雇用率 TBSHD＋TBSテレビ ％ 3.12 3.01 2.94
社員離職率 TBSHD＋TBSテレビ ％ 1.78 2.33 2.27
TGU* 講座 講座・研修の総時間 TBSグループ 時間 440 448 400

受講者数（延べ） TBSグループ 人 14,600 18,000 19,250

　地域社会 Community
寄付金額 * TBSHD+TBSテレビ 金額（百万円） 31.1 25.9 34.1 19.1 35.8

*TBSグループは寄付以外に災害募金活動も行っています。詳しくはURL https://www.tbs.co.jp/csr/support/bokin_hokoku.html をご確認ください。

範 囲 単 位 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 備 考

ガバナンス 
Governance

　コーポレート・ガバナンス Corporate Governance

取締役数 女性 TBSHD 人 0 0 0 0 1 年度末の人数 
男性 TBSHD 人 17 9 9 9 9 年度末の人数
計 TBSHD 人 17 9 9 9 10 年度末の人数

　コンプライアンス Compliance
腐敗に関する法令違反件数 TBSグループ 件 0 0 0 0 0
腐敗に関する罰金額 TBSグループ 金額（百万円） 0 0 0 0 0
腐敗に関する懲戒解雇 TBSグループ 件 0 0 0 0 0
政治献金額 TBSグループ 金額（百万円） 0 0 0 0 0

*TGU（TBSグループユニバーシティ）はTBSグループ全従業員に学びの機会を提供するための企業内大学です。
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会社・投資家情報①

商号 株式会社 TBSホールディングス

設立 1951 年 5月

所在地
〒107-8006　東京都港区赤坂 5 丁目 3 番 6 号

03-3746-1111（ 代表 ）

連結従業員数 7,992 名

発行済株式総数 168,591,065 株

単元株式数 100 株

株主数 12,979名

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場

決算日 3月31日

定時株主総会 6月

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

資本金 54,986,892,896円

証券コード 9401

URL https://www.tbsholdings.co.jp/

会計監査人 有限責任　あずさ監査法人

会社概要（ 注記無しは 2024 年 3 月 31 日 ） 主な受賞一覧

外部評価

年月 コンテンツ・技術・クリエイター 受賞名

2023年8月 TBSグロウディアの社内交流サイト「グロウディアずかん」 第8回HRテクノロジー大賞 奨励賞

2023年9月 「メディアブランチ」「メタ付与AIプラットフォーム」 民放連賞優秀賞

2023年9月 「アトムの童」 コンテントアジア賞2023　ドラマ部門最優秀賞

2023年10月 「VIVANT」 MIPCOM BUYERS’ AWARD for Japanese Drama 2023　グランプリ

2023年10月
TBSDOCSドキュメンタリー映画

「人生クライマー 山野井泰史と垂直の世界 完全版」
蔚山蔚州山岳映画祭NETPAC賞

（The Network for the Promotion of Asian Cinema Award）

2023年11月 「第64回輝く！日本レコード大賞」 日本映画テレビ技術協会・第76回映像技術賞 美術部門受賞

2023年11月 「VIVANT」 第117回 ザテレビジョン ドラマアカデミー賞　最優秀作品賞

2023年12月 映画「ラーゲリより愛を込めて」製作委員会 「第9回シベリア抑留記録・文化賞」特別賞

2024年3月 「水曜日のダウンタウン」 TVerアワード2023バラエティ大賞

2024年3月 「VIVANT」「ラヴィット！」 TVerアワード2023特別賞

2024年3月 「VIVANT」
デジタル・コンテンツ・オブ・ジ・イヤー ’23/第29回AMDアワード　
年間コンテンツ賞「大賞/総務大臣賞」

ディスクロージャー優秀企業

証券アナリストによる
「ディスクロージャーの改善が

著しい企業」に選定

健康経営優良法人

2024大規模
法人部門

（ホワイト500）
民放キー局で
初めて認定

ESGインデックス

「FTSE Blossom Japan 
Sector Relative Index」に

初選定

ESG 評価機関「 CDP 」

日本の放送局
として初めて

「B」評価を獲得

DX 認定事業者

経済産業省が定める
「DX認定事業者」に認定

統合報告書 2023

GPIFの
国内株式運用機関が選ぶ

「改善度の高い統合報告書」
に選定

社債発行体格付

A（シングルエー）
（R＆I）
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氏名又は名称 所有株式数（ 千株 ） 割合（ % ）※

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（ 信託口 ） 14,514 8.79

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（退職給付信託口・株式会社電通口） 9,310 5.64

株式会社MBSメディアホールディングス 8,848 5.36

三井不動産株式会社 5,713 3.46

株式会社 NTTドコモ 5,713 3.46

日本生命保険相互会社
（ 常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 ） 5,006 3.03

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001
（ 常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部 ） 4,317 2.61

株式会社ビックカメラ 4,190 2.54

株式会社講談社 3,771 2.28

株式会社日本カストディ銀行（ 信託口 ） 3,556 2.15

※発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する所有株式数の割合
発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する所有株式数の割合の算定上、発行済株式総数から控除する自己株式には、
ESOP信託および株式交付信託が所有する当社株式を含めておりません。

金融機関 金融商品取引業者 その他の法人 外国法人等 個人その他

26.11% 2.07% 47.81% 16.41% 7.60%

2019 2020 2021 2022 2023

株主総利回り（ ％ ） 75.7 110.2 93.0 100.9 224.2 
最高株価（ 円 ） 2,183 2,470 2,255 1,974 4,428 
最低株価（ 円 ） 1,232 1,390 1,590 1,456 1,882 

会社・投資家情報②

大株主の状況（ 2024 年 3 月 31 日 ）

所有株式数の割合

株価の推移（ 円 ）

※株主数：12,979名
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オリジナルのQUOカード1,000円分の提供
などに加えて、当社コンテンツIPに触れてい
ただく機会を積極的に提供しています。

株主優待

「オールスター感謝祭」リハーサル参加
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